
はじめに

２０００年秋から開始されたIT競争政策に関する

郵政省第一次答申へ向けての政策立案において、

電気通信分野への競争法導入というフレーズが新

聞紙上で賑わった。しかしながら、紙面を拝見す

る限り関係者の間で競争法について十分な理解な

り共通認識がないように見られた。そこで本稿は、

先進諸国で電気通信分野への競争法適用について

の最も多くの議論が行われている欧州連合におけ

る取り組みを紹介し、我が国における検討の足掛

かりを提供しようと考える。

以下では競争法とは何か、その条文内容、その

解釈を紹介し、それがどのように電気通信分野に

適用されようとしているのか、さらに分野特殊な

規制との関係は何かについて述べることにする１）。

１ EUにおける競争法

EUの電気通信分野における競争法適用につい

て、その基本的な構想は１９８７年グリーンペー

パー２）に遡る。EU域内における電気通信分野の自

由化構想を説いたこのグリーンペーパーは、自由

化のための原則として、当初より三つの目標を設

定していた３）。


独占的事業分野の漸進的自由化（サービスおよ

び端末機器の自由化）


加盟国間の調和（電気通信ネットワークに対す

る調和のとれたオープン・アクセスの条件の確

立）


ローマ条約における競争ルールの適用（電気通

信事業者に対する競争法の適用）

このように三大目標の一つが競争ルール４）ある

いは競争法の適用であった５）。競争ルールの有効

な適用は、分野特殊な規制により実施される自由

化の完全な利益を実現するために欠かすことので

きないものとされた。特に、競争ルール適用によ

り、市場のプレーヤーが競争を回避するような市

場行動により自由化プロセスを骨抜きにしないよ
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う保証することが目指された６）。

EUにおける競争法は、Bishop and Walker

（１９９９）の別の整理によれば、大きく二つの目標

を内包しているという。一つは「加盟国の統合促

進」であり、もう一つは「有効かつ歪みのない競

争の促進」である７）。前者はEUにおける電気通信

政策の特徴的な目標であり、後者はどの国でも列

挙される目標である。さらに１９８７年グリーンペー

パー作成段階における欧州情報通信分野の米国、

日本に対するキャッチアップの姿勢も見落とすこ

とができないであろうし、それは現在でもGSM

が規模の経済実現という成功を受けて、次世代携

帯電話においてさらにEUの国際競争力増強とい

う目標に繋がっている。

ここまで漠然と競争法と述べてきたが、EUに

おけるそれは一般にローマ条約第８１条（旧第８５条）

と第８２条（旧第８６条）８）（以下では、新条文番号を

用いる）、及び合併規制規則第２条（Merger

Control Regulation：MCR）９）を意味する。競争を

制限する協定及び行為を禁止し、また市場におけ

る支配的地位乱用を禁止し、あるいは合併により

市場の有効競争が妨げられることを禁止するとい

う三つの柱から構成されている。

そこでまず条文の内容確認から記述を始めるこ

とにしよう。（なお、本論では合併規制に関して

は、条文内容を参考として、その議論には深く踏

み込まないことにする。）

１．１ 第８１条

第８１条は「競争制限的な協定及び行為の禁止」

を定めた条文で、その主要内容は第１項に下記の

ように規定されている。

「�１加盟国間の取引に影響を与えるかもしれ

ず（zu beeintrachtingen geeignet sind）、また

その目的あるいは効果として共同体市場内にお

ける競争を回避、制限あるいは歪める効果を有

する企業間の協定、企業団体による決定、協調

的な慣行の全て、特に、

�a 直接的あるいは間接的に購入価格あるいは

販売価格、あるいはその他の取引条件を確定

させること、

�b 生産、販売、技術発展あるいは投資の制限

あるいは統制（Kontrolle）

�c 市場あるいは供給源の分け合い（Auftei-

lung）

�d 他の取引相手との同等な取引に対して区別

した条件を適用し、それにより競争上不利に

それらを追いやること

�e 契約相手が契約対象案件と客観的にもある

いは取引慣行とも関係しない追加的な内容を

受諾するようにした契約の締結、

は共同体市場と矛盾する（unvereinbar）もの

として禁止される。

�２本条により禁止されている協定あるいは取

り決めは無効となる。

�３本条第１項は、


企業間の協定、


企業団体の決定、


相互に合意した取引方法

について、それが財の生産あるいは供給を改善

し、あるいは技術的ないし経済的な発展を促進

７）Bishop, S. and M. Walker（１９９９）The Economics of EC Competition Law , Sweet & Maxwell, London, p.３.
８）Vertrag zur Grundung der Europaishen Gemeinschaft vom２５Marz１９５７, Konsolidierte Fassung mit den Anderungen durch den

Vertrag vom Amsterdam vom２.１０.１９９７。１９９９年５月１日のアムステルダム条約の実施により、EC条約の多くの条文番号は変更
された。

９）Regulation４０６４／８９ of２１ December１９８９ on the control of concentrations between undertakings（１９８９）OJL３８５／１, corrigendum
in（１９９０）OJL２５７／１４, as amended by Regulation１３１０／９７of３０June１９９７（１９９７）OJL１８０／１
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し、それにより生じる便益のかなりの部分を消

費者に還元し、またそれが

�a その目標実現に必ずしも必要ではない協調

的な制限を企業に課さず、また

�b 問題の財の実質的部分に関して競争を減じ

る可能性を企業に与えることがない場合に、

適用されないとされることがある。」１０）

１．２ 第８２条

第８２条は「市場支配的地位の乱用」について規

定している。

「共同体市場内であるいはその実質的な部分

において一つあるいは複数の企業による支配的

地位の乱用は、それが加盟国間の取引に影響を

与える限り、共同体市場と矛盾するとして禁止

される。この乱用は特に以下の行為により構成

される。

�a 直 接的あるいは間接的に不適正な

（unangemessen）購入価格あるいは販売価

格、あるいはその他の不適正な取引条件を課

すこと

�b 消費者の損害に関わる生産、販売あるいは

技術発展の制限

�c 他の取引相手との同等な取引に対して区別

した条件を適用し、それにより競争上不利に

それらを追いやること

�d 契約相手が契約対象案件と客観的にもある

いは取引慣行とも関係しない追加的な内容を

受諾するようにした契約の締結」１１）。

１．３ 合併規則第２条（参考）

合併に関する規定であるが、ローマ条約は合併

を特に扱った規定を含んでいなかった。１９８９年以

前には、支配的地位を強化すると見なされる合

併・買収について（旧）第８５条及び（旧）第８６条

を適用する試みが行われたが、それは不十分な規

制手法と見なされた。そこで１９８９年閣僚理事会は

EEC合併規則（EEC Merger Regulation）を採択

した１２）。これは２５の条文からなる規則であり、そ

の第２条�１「合併の評価」は、

「本規則の意味する合併（Zusammenschlusse,

Concentrations）は共同体市場との整合性から

以下の規定に従って評価されるものとする。そ

の評価に際して、欧州委員会は以下の事項を考

慮するものとする。

�a 特に関係する市場全ての構造及び共同体内

部あるいは外部に位置する企業の現実のある

いは潜在的な競争に留意して、共同体市場に

おける有効な競争を維持しまた促進するため

の必要性

�b 消費者利益に適い競争を阻害しない限り、

関係する企業の市場での地位、その経済力及

び財政力、買い手及び売り手の選択可能性、

調達市場及び販売市場へのアクセス、法的及

び事実上の参入障壁、関連する財・サービス

の供給と需要の傾向、中間消費者及び最終消

費者の利害、技術的及び経済的な進展動向」

と規定し、さらに同条�３は、

「共同体市場あるいはその実質的な部分にお

いて有効な競争を阻害することになる支配的地

位を創出しあるいは強化するための合併は、共

同体市場に相容れないものとする。」

１０）ここではドイツ語による条文を参考にしている。
１１）Botsch, W.（１９９７）Telekommunikationsrecht , C.H Beck, Munchen
１２）Regulation４０６４／８９（１９８９）, OJL３９５／１（１９９０）４CMLR３１４、１９９７年に改定された。Verordnung Nr .１３１０／９７ des Rates vom３０

Juni１９９７（Abl.１９９７Nr. L１８０／１―berichtigt in Abl.１９９８Nr. L３／１６und４０／１７）
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として合併・買収に関する支配的地位の取り扱い

規定を置いている。合併規則（MCR）は共同体

市場にとって重要な合併・買収やジョイント・ベ

ンチャーだけを取り扱うものであり、大まかに言

えば、一定規模以上の合併あるいは一定規模以上

の当事者の関わる合併を対象としている。この合

併規則の１９９７年修正は、一定基準を満たす合併の

みを取り扱うとした（第１条�３）１３）。

２ 電気通信分野に対する競争法の適用―１９９１年

ガイドラインと１９９８年アクセス告示―

EUにおける競争法の電気通信分野への適用は、

１９８７年のグリーンペーパーで既に謳われていたが、

その最初の関連文書は１９９１年に出された。これは

「電気通信分野におけるEEC競争ルールの適用

に関するガイドライン」１４）（以下、１９９１年ガイド

ライン）と題され、電気通信事業者、端末機器製

造業者、利用者、法律専門家などを対して欧州委

員会がこれまで電気通信分野の事業者に対して競

争法を適用し１５）またこれから適用することなる一

般的な法律的及び経済的な原則を、欧州裁判所判

例を踏まえ説明とした文書である１６）。それはあく

までも一般的な枠組みを示したものであり、加盟

国の法整備に組み込むとした強制力を持つもので

はなかったが、完全自由化１７）をにらんで独占から

競争への法律改正と取り組んでいた加盟各国の文

字通り大きな指針となった。

このガイドラインは完全自由化が実施された

１９９８年、それは新たな状況を踏まえた形でさらに

対象を絞って更新された。それが「電気通信分野

におけるアクセス協定への競争ルールの適用に関

する告示：フレームワーク、関連市場及び原

則」１８）（以下、１９９８年アクセス告示）である。こ

れは完全自由化後における電気通信市場ではアク

セス協定が中心的問題であるとの認識に立ち、そ

こで競争ルールがどのように適用されるかの指針

を示した文書である１９）。

以下では、１９９１年ガイドライン及び１９９８年アク

セス告示を中心に、EUにおける電気通信分野に

競争ルールを適用する考え方、枠組み、解釈等を

紹介することにする。

既述したようにEUにおける競争ルールは、競

争制限的な行為の禁止（第８１条）、市場支配的地

位の乱用（第８２条）、そして合併・買収等による

競争阻害（MCR第２条）に関する規則であるが、

議論の最初はどのような市場でそれが行われるの

か、すなわち、そうした制限的行為あるいは支配

的地位乱用等が行われる対象市場がどこであるの

かを確定しなければならないということである。

それは「関連市場」の定義として整理される重要

課題である。それを確定して初めて、どのような

制限的行為あるいは乱用が行われるのか、支配的

地位の乱用の問題では何をもって支配的地位とす

るのかが問題となる。関連市場の定義次第で、そ

１３）Regulation １３１０／９７（１９９７） OJL １８０、�a 関係する全ての企業の世界全体の合計売上高は２５億ECU以上でなければならない。
�b関係する全ての企業の合計売上高が少なくとも三つの加盟国のそれぞれにおいて１億ECUを越えなければならない。�c の三
つの加盟国それぞれにおいて関係する企業の少なくとも二つのそれぞれの売上高が２，５００万ECU以上でなければならない。�d
関係する企業の少なくとも二つの企業それぞれの共同体全体での売上高が１億ECU以上でなければならない。

１４）Guidelines on the Application of EEC Competition Rules in the Telecommunications Sector（９１／C２３３／０２）
１５）ただしこのとき欧州委員会は電気通信分野で前例をほとんど持っていなかった。Larouche, P.（２０００）Competition and Regula-

tion in European Telecommunications , Hart Publishing, p.１２７
１６）Guidelines on the Application of EEC Competition Rules in the Telecommunications Sector（９１／C２３３／０２）. para８.
１７）EUにおける電気通信のインフラ及びサービスの完全自由化は１９９３年の閣僚理事会により採択された。
１８）Notice of２２ August１９９８ on the application of the competition rules to access agreements in the telecommunications sector：Frame-

work, Relevant Markets and Principles（１９９８）, OJC２６５／２
１９）こうした競争ルールの適用に関する告示は、他分野を含めると１９９１年ガイドライン以降、１９９８年アクセス告示のほか、１９９５年

９月の越境クレジット・トランスファーに関する告示、１９９８年２月の郵便部門に関する告示がある。Larouche, P. （２０００）
Competition and Regulation in European Telecommunications , Hart Publishing, p.１２７
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の対象となる行為自体の判断が左右される可能性

が生じるからである。

２．１ 関連市場の定義

市場の定義は競争ルール適用の鍵である。第８１

条に関して言えば、それは協定が競争に与える効

果を評価するために、また第８２条に関して言えば、

支配的な地位がどこで存在するのか、さらに

MCRについては合併・買収プランがそうした支

配的地位に導くかどうかあるいは競争阻害となる

かどうかの判断のため必要とされる。その定義を

行うことで、市場での有効な競争に弊害となる事

業者ないし事業者行為の確認が可能となる。定義

において、市場を広く定義すればするほど、有効

競争に影響を与えるとする該当事業者の摘出可能

性は小さく、逆の場合には、その可能性が大きく

なるというのが基本にある。

EUではこうした競争への影響を評価するため

の市場を通常の「市場」という用語と区別するた

め「関連市場」（relevant market）という用語を

用いている２０）。関連市場の定義に関する指針は、

１９９７年の「共同体の競争法のための関連市場の定

義に関する告示」（１９９７年関連市場告示）２１）におい

て示された。

それによれば関連市場の定義は「関連する生産

物市場」と「関連する地理的市場」の面から検討

している。

�１ 関連する生産物市場

１９９７年関連市場告示は、以下のように「関連す

る生産物市場」（relevant product market）を定

義している２２）。

「関連する生産物市場は、生産物の属性、そ

の価格及びその意図した用途により、消費者の

視点から交換可能でありあるいは代替可能であ

ると見なされる生産物あるいはサービス全てか

ら構成される。」

この定義は「需要の代替性」（demand substitut-

ability）を中心に据え、「供給の代替性」（supply

substitutability）及び「潜在的競争」（potential

competition）という生産者サイドの視点を補完

的に示し、あるいは暗黙に示唆している。この暗

黙とは、消費者サイドの視点である需要の代替性

が引いては供給サイドの関連市場を定めることに

なるとするためである。過去における事例に拠れ

ば、供給の代替性、潜在的競争の観点はあまり持

ち出されず、むしろ「過去における代替性の実態」、

「顧客及び競争者の意見」、「消費者選好」、「潜在

的代替物への転換に関する障壁及び費用」、「消費

者カテゴリー及び価格差別のようなその他の要

因」を利用可能性の面から考慮している。

�１ 需要の代替性

需要の代替性は消費者がある製品（サービス）

から他の製品（サービス）に移行する事象に着目

し、それにより製品（サービス）間の関連性を判

断し、同一の市場と見なすことができるかどうか

を判断する基準である。欧州裁判所は既に１９７９年

に生産物の関連市場についての解釈を示し、その

中で需要の代替性に言及している。Hoffman―La

Roche裁判２３）（１９７９）において、同裁判所は以下

２０）Commission Notice on the definition of relevant market for the purpose of Community competition law（９７／C３７２／０３）（１９９７）, para.３
and４

２１）ibid.
２２）ibid. at７, para.２
２３）Case８５／７６Hoffman―La Roche v. Commission（１９７９）ECR４６１,（１９７９）３CMLR２１１．同様に欧州委員会はAerospatiale―Alenia／

de Havillandケース（１９９２）において主張した。Case IV／M５３Aerospatiale―Alenia／de Havilland（１９９２）４CMLR（１９９１）O.J. C
３３４／４２.
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のように述べている。

「実際上の関連市場に関する概念は、その一

部分を形成する生産物間に有効な競争が存在し

うることを意味するものであり、それはそれら

生産物の特別な用途に関して同じ市場の一部を

構成する生産物全ての間で十分な程度の交換可

能性が存在することを予想するものである。」

これを受けて、欧州委員会は１９９７年関連市場告示

で２４）、

「答えられるべき問題は、考察対象の生産物

及び地域において仮説的な小規模（５％から

１０％の範囲）であるが一時的ではない相対価格

の引き上げに対応して、顧客が速やかに利用可

能な代替生産物へあるいは代替供給者へ転換す

るかどうかということである。結果として売り

上げに減少が出てその価格引き上げを非利益な

ものとするような代替性が存在するならば、そ

の代替に関わる生産物あるいは地域は関連市場

に含まれる。」

を挙げた。なお、ここでの需要の代替性を判断す

るための仮説的な価格引き上げのアプローチは、

「５％テスト」あるいは「SSNIPテスト」（SSNIP

は“small but significant non―transitory increase

in price”の略）と呼ばれている。この方式は１９９２

年米国の司法省（Department of Justice）及び連

邦取引委員会（Federal Trade Commission）が

示した合併ガイドライン（１９９２ Merger Guide-

lines）２５）の中で用いられたものである２６）。この方

式はオーストラリア、ニュージーランド、カナダ、

英国OFTELなどでも採用されているものである。

�２ 供給の代替性

供給の代替性は、相対的な価格の小規模で一時

的ではない変化に反応して発生する有意な追加的

費用やリスクを被ることなく短期的に関連する生

産物へ転換することの可能性、すなわち関連する

生産物生産のために生産能力を調整しその生産物

を市場化する能力である２７）。１９９７年関連市場告示

は製紙会社の事例を用いてこの代替性を説明して

いる２８）。製紙会社は一般に、通常品質の用紙から

芸術書に用いられるような高品質紙まで様々な品

質の紙を製造する。製紙会社が異なった様々な品

質の用紙を製造する用意があり、工場を大きな追

加費用を必要とすることなく短期間に調整するこ

とができ、市場での価格動向あるいは需要動向に

対応して製品の製造を転換することができるなら

ば、そのとき各品質の用紙について異なった市場

と定義することはできない、すなわち、関連する

生産物市場とすることができる。

なおこうした定義はあくまでも生産者だけに着

目した定義であり、市場に他の同種生産者が存在

するかどうかという観点が希薄であること、さら

に言えば潜在的な生産者までを含んだ概念となっ

ていない。その点で、技術革新の進展速度の急な

電気通信市場での定義に当てはまるかどうかが焦

２４）Commission Notice on the definition of relevant market for the purpose of Community competition law（９７／C３７２／０３）（１９９７）, para１７.
２５）Department of Justice and Federal Trade Commission, Horizontal Merger Guidelines（１９９２, amended１９９７）
２６）この方式は各国で導入されている。オーストラリアではAustralian Competition and Consumer Commission, Merger Guide-

lines：A Guide to the Commission’s Administration of the Merger Provisions of the Trade Practices Act（１９９６）、カナダではCana-
dian Competition Bureau, Merger Enforcement Guidelines（１９９７）、EFTAではEFTA Surveillance Authority, Notice on the Defi-
nition of Relevant Market for the Purposes of Competition Law within the European Economic Area（１９９８）、ニュージーランドでは
New Zealand Competition Authority, Business Acquisition Guidelines（１９９６）、そして英国ではOffice of Fair Trading, Guide to
the Provisions of the Competition Act：Market Definition（１９９８）, OFTEL, Effective Competition Review（１９９８）において導入され
ている。

２７）Commission Notice on the definition of relevant market for the purpose of Community competition law（９７／C３７２／０３）（１９９７）, para.２０.
２８）Ibid, para.２２.
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点となる。

�３ 潜在的競争

三番目は潜在的競争であるが、実際には用いら

れてはいない２９）。その市場における競争に新規参

入の可能性があるのかという市場特性分析に依拠

することから、潜在的な競争の有効競争に与える

影響を直接的に把握しがたいためである。した

がって規範的には例示される項目ではあるものの、

ほとんど利用されてはいない。

�４ その他の基準

上記の規範的な基準に加え、１９９７年関連市場告

示は、以下のような実際的基準も示している。


近過去における代替の事実：直近の過去におい

て、二つの生産物に関して代替性が存したとい

う事実から関連する生産物市場を定義しようと

する方法であり、きわめて現実的である。特に

過去において相対的な価格の変化があった場合

には、需要量における反応が代替性を判断する

上で大きな材料となる３０）。


顧客及び競争者の意見：これは検討対象の企業

の主要顧客と競争者に対してアンケートを行い、

それにより関連する市場を確定しようとする方

法である３１）。


消費者選好：消費財の場合、欧州委員会にとっ

て、最終消費者に対して直接代替生産物につい

て情報を集めることが難しい。そこで当該企業

が行ったマーケティング・スタディや関係者が

提出するマーケット・リサーチから市場の定義

を行う手法である３２）。


潜在的な代替生産物への需要転換に関わる障壁

及び費用：これは政府の介入、規制による障壁、

特別な資本投下の必要性、下流市場での制約、

顧客の立地、未知の供給者の評判などを内容と

している。


顧客カテゴリー及び価格差別：明確に顧客グ

ループを特定できるならば、関連する市場の範

囲を狭めることが可能となる。特に価格差別に

その顧客グループが服している場合、市場の定

義は容易である。しかしその場合、個々の顧客

が関連する生産物を購入する瞬間にどのグルー

プに属しているのか確認可能であること、顧客

間の取引あるいは第三者の仲介による取引が不

可能であるという条件が必要とされる。

これらのその他の基準は、主として需要の代替

性により関連する生産物市場を定義し、その補完

的基準として用いられることになる。

�２ 関連する地理的市場

１９９７年関連市場告示は、関連する地理的市場

（relevant geographic markets）について以下の

ように定義している。

「関連する地理的市場は関係の企業が製品あ

るいはサービスの供給と需要に関わるエリアか

ら構成され、そこにおいて競争条件が十分に同

質的であり、またそれは競争条件が隣接する地

域と明らかに異なることによってそのエリアと

区別される３３）。」

ここでも基本的な基準は、需要の代替性、供給

の代替性そして潜在的競争であり、特に需要の代

替性が重要とされる。すなわち、そのエリアの中

で顧客がある供給者から他の供給者に転換できる

かどうかが問題となる。ただし、関連する生産物

２９）Commission Notice on the definition of relevant market for the purpose of Community competition law（９７／C３７２／０３）（１９９７）, para.２４.
３０）ibid. para.３８.
３１）ibid. para.４０
３２）ibid. para.４１
３３）ibid. para.８.
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市場の定義と同様に、供給の代替性、潜在的競争

はあまり用いられない。

むしろここでは、他地域消費者の価格反応に関

する過去の事例、基本的な需要特性、顧客及び競

争者の意見、他地域に位置する企業への注文に関

わる障壁と転換費用などが実際上重要となる３４）。


他地域消費者の価格反応に関する過去の事例：

異なった地域の価格変化やそれに対する消費者

の反応についての過去の情報は、需要の代替性

基準を補完する意味で有用となる。


基本的な需要特性：ここでは国民的な嗜好性、

ナショナル・ブランドの選好、言語、文化、生

活スタイルのような要因が関連する地理的市場

の確定に大いに参考になるとする。


顧客及び競争者の意見：これは関連する生産物

市場のケースと同様である。


他地域に位置する企業への注文転換に関わる障

壁及び転換費用：ここでの着目点は輸送コスト

が転換費用あるいは障壁になる可能性、また各

加盟国内に地理的市場を限定することの問題を

取り上げている。

２．２ 電気通信分野における関連市場の定義

この章の最初に述べたように、電気通信分野へ

の競争法適用に関して、欧州委員会は１９９１年ガイ

ドラインと１９９８年アクセス告示の二つの文書を発

表している。

１９９８年アクセス告示は関連市場について以下の

ように述べている。

「事業者は競争上の制約に関して三つの主要

な源泉に従っている。需要の代替性、供給の代

替性、潜在的競争であり、最初の代替性は一定

の財・サービス提供者に対して最も直截的で有

効な規範的作用を与えるものとなっている。そ

のため需要の代替性は第８５条�１及び第８６条の目

的である競争制限行為を確認するための関連す

る生産物市場を定義するに際して中心的なツー

ルである。

供給の代替性は適切な環境において関連市場

を定義するための補完的要素として用いること

ができる。実際上それは潜在的競争と明確に峻

別し得ない。供給の代替性と潜在的競争は、事

業者が支配的地位を有するかどうか、第８５条の

意味において競争制限があり得るかどうか、あ

るいは競争の排除的行為があるかどうかを判断

するために用いられる。」３５）

この説明は先の節で見てきた１９９７年関連市場告

示に沿ったものであることが確認できる。１９９１年

ガイドラインでは、具体的に関連市場が何である

かを提示している。それによれば、生産物あるい

はサービス市場には少なくとも��地上ネットワー

ク（設備）の提供、��音声コミュニケーション、

��データ・コミュニケーション、��衛星市場があ

り得るとしている３６）。こうした関連市場の定義は

時代遅れになった感がするものの、依然出発点と

なっていることに変わりない。そこでGarzaniti

（２０００）３７）の整理にしたがって電気通信分野にお

ける以下の関連市場の定義を紹介することにする。

３４）ibid. para.４５―５０
３５）Notice of２２ August１９９８ on the application of the competition rules to access agreements in the telecommunications sector：Frame-

work, Relevant Markets and Principles（１９９８）, OJC２６５／２, para.４０and４１.
３６）Guidelines on the Application of EEC Competition Rules in the Telecommunications Sector（９１／C２３３／０２）. para２７.
３７）Garzaniti, L.（２０００）, Telecommunications, Broadcasting and the Internet：E.U. Competition Law and Regulation , Sweet & Maxwell,

London, pp.１５７―１６３.
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�１ 端末機器

欧州委員会は別々の端末機器市場として、��公

衆交換機、��専用交換機、��伝送システム、��電

話機セット、��モデム、��テレックス・ターミナ

ル、��データ伝送ターミナル、�	移動体の８市場

を挙げている３８）。しかしインターネット音声電話

が徐々に実用化していることから、電話機セット

とデータ伝送ターミナルの区別が徐々に曖昧にな

り、見直しを迫られている。

�２ 衛 星

衛星は長距離音声及びデータ伝送のための地上

ネットワーク提供と大きな代替性を持つものであ

るが、それは実質的な交換可能性を持つのではな

く、むしろ��周辺地域あるいは後進地域へのサー

ビス、��非隣接地域間の連絡、��トラフィック復

旧のためのルーティング提供、��キャパシティの

リコンフィギュレーションのようないくつかの特

別な音声及びデータ伝送利用のための地上伝送に

対する補完的な役割を果たすものであると欧州委

員会は判断し、そうした利用者全てにとり、衛星

は異なった生産物市場を構成するとの見解を示し

ている３９）。

�３ 移動体

欧州委員会はセルラー電話、ポケットベル

（ページング）、テレポイント（PHSに相当）、

コードレス音声、コードレス・データ・コミュニ

ケーションを個々の市場とする立場をとっている。

これは１９９１年のEirpage裁定４０）において欧州委員

会が示した立場で、それによるとページング・

サービスは、他の移動体サービスよりも料金及び

運営費用の点で安価であり、移動体電話ほど扱い

にくくないことを理由に、一つの市場を構成する

とした。また欧州委員会はそうした相違が将来的

には消失するかもしれないが、ページングが片方

向コミュニケーションであり、費用を低く抑え続

けるという明確な利点があるとの理由から、移動

体分野の中で一つの市場を構成するとの見解を示

した。

しかしながら、Garzaniti（２０００）４１）は、そうし

たサービスが統合化する傾向にあり、将来的には

いくつかの市場と合わさって一つの市場を構成す

るようになるだろうと指摘している。欧州の現状

をみると、セルラー電話の普及により、ページン

グ・サービスは減少傾向にあり、一つの市場と見

るにしても、移動体分野での重要性はなくなりつ

つある。

�４ 設備へのアクセス

１９９８年アクセス告示４２）では、電気通信分野の自

由化によって、設備へのアクセス市場が創出され

たとし、そこでは、エンド・ユーザーにサービス

提供するため、事業者は一つあるいは複数の設備

へアクセスする必要が生じたと指摘する。それは

まず物理的なアクセスを、例えば、エンド・ユー

ザーが接続されている電気通信ネットワークの

ターミネーション・ポイントへのアクセス、次い

で電話帳サービスのような顧客情報などへのアク

セスの必要性である。ただし同告示は明確に関連

市場の定義を示してはいない。

３８）Guidelines on the Application of EEC Competition Rules in the Telecommunications Sector（９１／C２３３／０２）. para２７.
３９）ibid. para.２９
４０）Eirpage, O.J.１９９１L３０６／２２, para.１０
４１）Garzaniti, L.（２０００）, Telecommunications, Broadcasting and the Internet：E.U. Competition Law and Regulation , Sweet & Maxwell,

London, pp.１５８
４２）Notice of２２ August１９９８ on the application of the competition rules to access agreements in the telecommunications sector：Frame-

work, Relevant Markets and Principles（１９９８）, OJC２６５／２, para.４５―５３.
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�５ 関連する地理的市場

関連する地理的市場は��ビジネスが互いに競争

している、��全ての取引者にとって関係する生産

物あるいはサービスの客観的な競争条件が類似し

ている地域であるとされる４３）。１９９１年ガイドライ

ンにおいて欧州委員会は、��顧客ニーズが非国内

サービスを利用することによって満足され得ない

場合、��サービスに対するアクセスに異なった規

制上の条件、特に国内領域に隔離しようとする特

別あるいは排他的な権利が存在している場合、��

端末機器及びネットワークに関しては国内市場に

隔離される結果、EU域内を通じて適用される共

通の標準が存在しない場合、加盟国の国内市場が

明確な地理的関連市場とし得るとした見解を示し

た。しかし自由化と標準化ないし協調化の推進に

より、関連する地理的市場は少なくとも域内全域

に拡大している。例えば１９９８年既に、移動体分野

においてベルガコム、テレダンマーク、チュー

リップ裁定、端末機器分野においてGEC／GPTH

裁定において、そうした判断が見られた４４）。

�６ 関連市場定義上の留意点

欧州委員会は、関連市場の定義が既存市場の独

占性、あるいは独占性の乱用、あるいは企業集中

の結果として独占性の可能性が生まれるのかどう

かによって別々に関連する市場の定義をするよう

考えていると解される４５）。

１９９８年アクセス告示では、電気通信分野が急激

な技術進歩に揺れ動かされている分野であること

から、関連する市場の定義がすぐに不正確となる

可能性を有していることを示唆している。上記�３

で述べたように、移動体分野での市場の定義でそ

うした問題が明らかにされた。

２．３ ドイツにおける関連市場の定義４６）

�１ 関連法規の規定

電気通信分野の分野特殊な規制の基礎は、１９９６

年電気通信法（Telekommunikation Gesetz：

TKG）４７）である。それは下位法に料金規制規則

（Entgeltregulierungsverordnung）、相互接続規

則（Zusammenschltungsverordnung）、ユニバー

サル・サービス規則（Universaldienstverord-

nung）、顧客保護 規 則（Kundenschutzverord-

nung））を従える。料金規制規則、相互接続規則、

ユニバーサル・サービス規則に関する電気通信法

の実質的な規定は、関連市場の確定を要求する競

争 制 限 禁 止 法（Gesetz gegen Wettbew-

erbsbeschrankungen：GWB）第１９条（市場支配

的地位の乱用禁止）に従い市場支配性の確定につ

いて規定している（電気通信法第１８条、第２４条、

第２５条、第３３条）。電気通信法第３条第１６項は、

「『電気通信』（Telekommunikation）とは、電気

通信システムを通じて、符号、音声、映像、ある

いは音響の形式のメッセージを送信し、転送し、

受信する技術的プロセスを意味する。」と定義し

ているにすぎず、電気通信の概念はきわめて広義

に定め、多数の市場を含む規定となっている。こ

のように電気通信法は市場の定義を明確に示して

おらず、したがって関連市場の確定は個々のケー

スで検討しなければならないことになっている。

４３）Garzaniti, L.（２０００）, Telecommunications, Broadcasting and the Internet：E.U. Competition Law and Regulation , Sweet & Maxwell,
London, pp.１５８

４４）Case IV／M.１１７７, Belgacom／Tele Danmark／Tulip, Commission Decision of May１９,１９９８, and Case IV／M.１２２６, GEC／GPTH,
Commission Decision of July２７,１９９８.

４５）Garzaniti, L.（２０００）, Telecommunications, Broadcasting and the Internet：E.U. Competition Law and Regulation , Sweet & Maxwell,
London, p.１５９.

４６）ここでの記述はPlum, Monika and Cara Schwarz―Schilling（２０００）, Marktabgrenzung im Telekommunikation―und Postsektor ,
Wissenchaftliches Institut fur Kommunikationsdienste, Diskussionsbeitrage, Nr.２００, Bad Honef, ss.４６―７０を参考にしている。

４７）Telekommunikationgesetz vom２５. Juli１９９６（BGB１. IS.１１２０）
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ドイツでは関連する生産物市場を物的に

（sachlich）関連する市場と空間的に（raumlich）

関連する市場を欧州委員会の概念に対応させてい

る。以下はドイツ電気通信法において関連市場に

関する文言が含まれているケースあるいは関連市

場の確定が必要とされるケースを挙げている。


免許数に制限がある場合の免許交付手続き：自

ら電気通信設備を保有して音声電話サービスの

提供及び伝送路の運営を行うには免許を必要と

する。中でも周波数の希少性から免許数に制限

のある場合（電気通信法第１０条）、交付手続き

を実施するために対応する物的に関連する市場

と空間的に関連する市場を考慮しなければなら

ない（同第１１条第３）としている。すなわち、

「免許に従い電気通信サービスの関連する物的

市場及び空間的市場における機会均等な競争が、

損なわれると予想される場合には、（中略）欠

陥のない競売あるいは（中略）競争入札の基準

に基づき、それに関係する事業者は免許交付手

続きから排除されることがある。新技術の普及

の観点から関係する事業者の正当な利益は、適

切に考慮されるものとする。」と規定され、電

気通信法の中で関連市場の確定が必要であるこ

とを示している。


構造的分離と会計分離：ある事業者が一つの電

気通信サービス提供市場において活動し、かつ

他の電気通信サービス以外の市場において競争

制限禁止法第１９条に述べる市場支配的地位を有

する場合、電気通信法第１４条第１はその事業者

の活動の構造的な分離を要求している。また同

法第１４条第２では、電気通信サービス提供市場

において市場支配的である場合、免許された分

野内であるいは免許された分野と非免許分野で

の会計の分離を要求している。ここではまず市

場支配性を確認するための関連市場と会計分離

する際の関連市場の定義が必要となっている。


料金規制：競争制限禁止法第１９条により関連市

場において市場支配的な地位を有する事業者の

場合、電気通信法第６条４８）の免許クラス３及び

免許クラス４において伝送路提供あるいは音声

電話サービス提供を行う際、その一般的業務条

件である料金とそれに関連する構成要素は、規

制機関の認可を必要とする（電気通信法第２５条）。

ここでも市場支配性の確認に関連する市場の定

義が必要とされている。


ネットワーク・アクセスと相互接続の保証：電

気通信法第３３条は、公衆に対する電気通信サー

ビス市場において競争制限禁止法第１９条により

支配的地位を有するとされる事業者は、非差別

性を基礎として、それが内部的に行っている

サービスへまたその市場で提供するサービスへ

競争事業者がアクセスできるようにするものと

規定している。また同法第３５条は公衆に対する

電気通信サービスを提供し、競争制限禁止法第

１９条により公衆に対する電気通信市場で支配的

地位を有するとされる事業者は、他の利用者に

対し、その電気通信ネットワークの全部あるい

はその一部へのアクセスを可能としなければな

らないと規定している。ここでも支配的地位を

享受するとされる公衆向けの電気通信市場の確

定が関連する市場として重要になる。すなわち、

公衆向け電気通信市場とは何かを確定しなけれ

ばならないことになる。


合併の禁止：競争制限禁止法第１９条により関連

市場で支配的地位を有するとされる免許者は、

他の事業者がその免許者の活動領域と同一の物

４８）伝送回線運用のための免許として、免許保有者自身あるいは第三者による公衆に対する移動無線サービス提供の免許を免許ク
ラス１、免許保有者自身あるいは第三者による公衆に対する衛星サービス免許を免許クラス２、また免許保有者自身あるいは
第三者、免許クラス１あるいは免許クラス２以外の公衆に対する電気通信サービス免許を免許クラス３、そして自ら運用する
電気通信ネットワークを基礎とした音声電話のための免許を免許クラス４としている。
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的及び空間的関連市場とみなされる電気通信市

場において事業を行いあるいは事業を行う予定

をしている場合で、免許数に制限のあるとき、

競争制限禁止法第１９条の支配的地位乱用禁止の

意味を持つ関係を他の企業と結ばないようその

免許条件において要求されることがある（電気

通信法第３２条）。事業者間の合併においても、

一方の事業者が関連市場で支配性を持つ場合に、

制約が課される可能性を示し、支配性の確認に

おいて関連市場の確定が必要となっている。


ユニバーサル・サービス提供責務：ユニバーサ

ル・サービスが十分にあるいは適切に提供され

ていない場合、免許を必要とする電気通信サー

ビスの物的に関連する市場で事業を行いかつ電

気通信法が対象とする市場での総売上高の４％

を超えるシェアを持つ免許事業者、あるいは競

争制限禁止法第１９条による市場支配的地位を有

する免許事業者は、ユニバーサル・サービスの

提供を行わなければならない（電気通信法第１８

条）。ここではユニバーサル・サービスの提供

について空間的関連市場ではなく物的関連市場

でサービス提供する事業者をまずとりあげてい

ることから、物的関連市場の定義が必要となり、

次いで上記のケースと同様に支配的地位の確認

のために関連市場の確定が必要とされている。

�２ 物的関連市場の確定の基準

ドイツにおける物的関連市場あるいは空間的関

連市場の確定については、実際にどのように行わ

れているのかが問題になるが、その前にまずそこ

ではどのような基準でそれを考えることができる

のかを整理しておこう。これについては、ドイツ

の研究所WIK報告「電気通信及び郵便分野にお

ける市場の画定」４９）（２０００）（以下、WIK報告５０））

が参考になる。それによれば、まず物的関連市場

を決めるための基準として、


生産物ないしサービス提供


顧客層


生産段階

の三つの側面を挙げている。最初の生産物あるい

はサービスについては、実際的な観点から次表の

ような項目に整理し、その検討視点を示している。

次の顧客層については、事業者が料金あるいは

提供条件を差別化することができる場合、顧客層

を確認することが可能である。まず顧客層の識別

確認について、様々な電気通信サービスの需要が

考えられ、そこでは需要の代替可能性が基準とな

る。これは上述した欧州委員会の表現を借りれば、

需要の代替性に着目した考えである。また顧客層

の識別は、サービスの組み合わせ（Bundelung）

でも可能となる。これは料金の差別化戦略として

４９）Plum, Monika and Cara Schwarz―Schilling（２０００）, Marktabgrenzung im Telekommunikation―und Postsektor , Wissenchaftliches In-
stitut fur Kommunikationsdienste, Diskussionsbeitrag, Nr.２００, Bad Honef, SS.４９―７０

５０）ドイツの通信サービス科学研究所（Wissenschaftliches Institute fur Kommunikationsdienste GmbH）は郵便電気通信省（現
ドイツ・テレコムの前身でもある）の研究所として設立され現在は有限会社組織の独立研究機関であるが、その経緯から完全
自由化後も、その公刊物は規制機関（RegTP）の政策の答申的意味合いを持っている。

図表１ 物的関連市場の確定基準（生産物側面）

通 信 手 段

音 声

データ

動画像

サ ー ビ ス
基礎的な伝送サービス

付加価値サービス

サービスエリア

市 内

全 国（市外）

国 際

伝 送 網

固定網

移動体網

衛星無線網

技 術 的 特 性
周波数帯域

交換技術
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利用されるからである。このほか、顧客立地に依

拠した差別化、時間帯による差別化、数量による

差別化も同じように顧客層の識別に役立つ。

生産段階は生産工程（サービス提供工程）の垂

直的側面に着目したものである。すなわち、相互

接続、専用線、アンバンドリングされたネット

ワーク・アクセスという側面である。また固定網

における相互接続では発信と着信部分に分けるこ

とができる。さらに伝送部分に着目すれば、市内

（Local）、地域（Regional）、全国（National）に

も分けることができる。

物的な関連市場はこうした側面を考慮して、

個々のケースに沿って決定されるとしている。

�３ 空間的な関連市場

ここでは固定網接続において加入者は固定した

位置に置かれることから、その加入者が代替的な

加入接続手段を持たない限り、空間的な関連市場

の確定は容易となる。ただし、コール・バイ・

コールによりあるいは事前選択により加入接続事

業者を選択できるような場合には、場所による制

約は弱まる。

通常空間的な関連市場は免許に定める範囲とし

て想起することができるが、免許制度により定め

られた空間的市場（例えば、市内、地域、全国）

がそのまま空間的な関連市場と見なすことができ

ないということである。すなわち、技術革新の急

な電気通信市場では、免許制度の枠をはみ出た新

規事業者による新サービス提供より、既存の事業

者が免許制度でサービス・エリアの制限を受けて

いたとしても、利用者が代替サービスとしてそれ

を利用することができるかもしれないからである。

�４ 無線呼び出し免許における事例

ドイツでは関連する市場について、個別にその

確定内容を発表するが、最も直近のものとして

２００１年１月における無線呼び出し免許に関する決

定５１）において、関連市場を示している。これは関

係する免許についての市場分析の際に考慮する市

場としての関連市場を定義している。それによれ

ば、物的な関連市場は無線呼び出し市場（Funk-

rufmarkt）であり、空間的な関連市場をドイツ

全国として定義している。

３ 第８１条及び第８２条における反競争的行為ある

いは市場支配的地位乱用の禁止

ローマ条約第８１条は「競争制限的な協定及び行

為の禁止」について、同じく第８２条は「市場支配

的地位の乱用」について規定している。これらの

条文はいずれも電気通信分野を含む全ての産業分

野に共通して適用可能であるが、電気通信分野が

国営あるいは公社形態のもとでは、分野特殊な形

でその事業法により規律されてきた。１９９８年の完

全自由化以降、競争化の中で特殊な形で律してき

た市場行動は他の産業分野におけるそれと大きな

相違を持たなくなってきた。これは電気通信分野

の競争化という理由だけでなく、電気通信分野が

他の産業分野と密接な関わりを持つようになり、

もはや分野特殊な法体系では間に合わなくなって

きたためでもある。では電気通信分野における規

制を全て競争法に委ねることができるかというと

そうも行かない。OECD諸国の中では、ニュー

５１）RegTP（２００１）Entscheidung der Praesidentenkammer vom１３.１２.２０００uber die Wahl des Verfahrens sowie die Festlegung
und Regeln zur Vergabe einer Lizenz zum Betrieben von Ubertragungswegen fur das Angebot von Funkrufdiesnstleistun-
gen fur Offentlichkeit im Gebiet der Bundesrepublik Deutschland im Frequenzbereich４６０MHz sowie uber die Regeln fuer
die Durchfurung des Ausschreibungsverfahrens im Einzalnen. Amtblatt１, Bonn,１７, Januar２００１, ss.３―１９

５２）これについては、OECD（１９９７）The OECD Report on Regulatory Reform, Vol.１：Sectoral Studies, Paris.邦訳は、山田・山
本監訳「世界の規制改革（上）」（日本経済評論社）２０００年、東京。第１章電気通信分野（拙訳）の４３―４４頁が参考になる。
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ジーランドが分野特殊な規制を廃し全て競争に委

ねたがものの、一般的な評価ではそれが成功した

とは見なされていない５２）。

以下ではまず第８１条の競争制限的な協定及び行

為の禁止に関して、それが電気通信分野でどのよ

うに適用されるのか、あるいは適用されてきたの

かを具体的に検討していくことにする。次いで、

同じようにして、第８２条の市場支配的地位の乱用

について述べることにする。

３．１ 第８１条による競争制限的な協定及び行為の

禁止

第８１条に関して料金設定、設備へのアクセス及

び専用線へのアクセス、市場の分け合い、電気通

信経路の選択、技術及び品質水準、機密情報の交

換において反競争的な行為が有効な競争をどのよ

うに妨げるのかを順に見ていくとする５３）。

�１ 料金設定

１９９１年ガイドラインは、料金が顧客の選択肢の

重要な要因であり、それは事業者の技術開発を刺

激する要因であることを確認している５４）。こうし

た観点から欧州委員会は、欧州郵便電気通信主管

庁会議（CEPT）が加盟機関に対して国際電気通

信回線の賃貸に関する条件を定めた勧告に異議を

唱えた５５）。同勧告は、回線容量が第三者トラ

フィックのために使用される場合あるいはその回

線が公衆電気通信ネットワークに相互接続される

場合には、３０％の追加料金を課すことに同意する

ものであった。またそれは国際電気通信専用線の

料金決定のために一様な料金係数を適用すること

も規定していた。それによる協定は、付加価値

サービスを第三者に提供しそれによりテレックス

などの既存事業者が提供する伝統的なサービスと

競合したスィフト（Swift）のような会社の専用

線利用に対する既存事業者側からの対抗策となっ

た。これについて欧州委員会は、CEPT勧告が第

８１条�１に違反する違法な料金協定の疑いがあると

の立場をとった。これに対して、CEPTは最終的

に同勧告を破棄した。同委員会は新規参入事業者

の相互接続料金部分がその総費用の大きな割合

（５０％）を占め、料金競争の可能性を制限するこ

とになるとし、既存事業者による相互接続協定で

の料金協調の可能性が特に大きいとする判断を示

した５６）。これは料金協定が有効な競争を阻害する

一つのケースであり、第８１条に抵触する可能性が

あることを示唆している。

�２ 設備へのアクセス

欧州委員会は、電気通信事業者間のアクセス協

定が関係する設備へのアクセスに依存する第三者

に対する市場からの締め出し効果を有するかもし

れない場合、第三者のネットワーク・アクセスを

制限する内容の協定について、通常容認しない姿

勢を取っている。その一例が、上記�１で述べた

CEPTに対する欧州委員会の対応であった。

相互接続協定のようなアクセス協定は、それが

サービス及びインフラの相互運用性に不可欠であ

り、下流のサービス市場における競争に影響を与

えるため、競争促進にとり重要である５７）。しかし

５３）この節の記述は、Garzaniti, L.（２０００）, Telecommunications, Broadcasting and the Internet：E.U. Competition Law and Regulation ,
Sweet & Maxwell, London, pp.１６６―２０４．に依拠している。

５４）Guidelines on the Application of EEC Competition Rules in the Telecommunications Sector（９１／C２３３／０２）. para４５.
５５）Commission Press Release IP／９０／１８, March６,１９９０.
５６）欧州委員会は、その協定が料金を費用関連性を有し透明性を保ちかつ利用者の便益を改善するのであれば、また料金設定協定

がない場合、共通の料金体系あるいは原則を定める協定について、第８１条�３のもとに例外措置とすることができた。Garzaniti,
L.（２０００）, Telecommunications, Broadcasting and the Internet：E.U. Competition Law and Regulation , Sweet & Maxwell, London, p.
１６６.
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それは第三者に対する排除的効果を有する反競争

的な行為を生じさせる可能性も持っている。１９９８

年アクセス告示において欧州委員会は、限られた

数の事業者あるいは一つの当事者による電気通信

ネットワークだけによるアクセス提供の排他的協

定は、それが第三者による設備へのアクセスを制

限する場合には、競争制限的であると指摘してい

る５８）。なお欧州委員会は、特別なアクセス条件を

正当化する客観的な論拠、例えば、特別な設備の

ための特別なアクセス条件が必要とされる場合、

第８１条�３により適用除外とすることも認めている。

これに関連する判例あるいは裁定事例をみると、

交通輸送分野において１９９４年のユーロトンネル・

ケース５９）がある。そこで欧州委員会は、SNCF（フ

ランス国鉄）及びBR（英国鉄）がトンネルの計

画存続性を保証するために多額の投資を行いその

回収のため優先的な地位を必要とするという理由

から、SNCF及びBRと競合する鉄道輸送サービ

ス提供の第三者による海峡トンネル利用制限を、

適用除外とする決定を行った。ただし、第三者の

締め出し可能性を抑制するため、BRとSNCFは

一日の何時間かについて、それらに予定された

キャパシティの一定割合について、関係する当事

者に利用可能とするよう求められた。しかし当事

者に課されたその条件を含めこの欧州委員会裁定

は欧州第一審裁判所において無効とされた。委員

会が利用可能とするよう求めたインフラは第三者

が下流市場で競争するためにアクセスしなければ

ならない不可欠設備であることを、欧州委員会が

確認していないと、欧州第一審裁判所が考えたた

めであった６０）。

�３ 市場の分け合い

サービスあるいは地理的レベルでの市場の分け

合い（market sharing）をもたらす電気通信事業

者間の協定は第８１条�１に違反し、また第８１条�３の

適用除外となる可能性は少ない。この点で欧州委

員会は１９９８年アクセス告示において、相互接続協

定が相互接続提供事業者とそれを求める事業者と

の間で、ネットワーク競争を推進するのではなく、

市場の分け合いの手段となるかもしれないとの注

意を促している６１）。

�４ 電気通信経路の選択

欧州委員会は、国際サービス提供のため電気通

信経路に関するネットワーク事業者間の協定が

「ハブ」競争、すなわち、国際企業の国際通信を

特定国に集中させようとする電気通信事業者間の

競争を制限する効果があるかもしれないと考えて

いる６２）。ただし、そうした協定は、共通の経路デ

ザインが相互接続のため、また欧州域内ネット

ワーク構築のために必要である場合には、第８１条

�３により、適用除外の可能性も示している。

�５ 技術及び品質標準

電気通信事業者あるいは端末機器製造業者間の

技術標準・品質標準に関する協定は、そうした協

定が氾欧州的な電気通信サービスの発展を容易に

するとして、欧州委員会により一般に望ましいと

して容認されている６３）、６４）。競争法の観点からすれ

５７）Notice of２２ August１９９８ on the application of the competition rules to access agreements in the telecommunications sector：Frame-
work, Relevant Markets and Principles（１９９８）, OJC２６５／２, para.１３３５８）ibid.

５９）Eurotunnel, Commission Decision of December１３,１９９４, OJ.１９９４L３５４／６６
６０）Joined Cases T―３７４／９４, T―３７５／９４, T―３８８／９４ European Night Services, Judgment of September １５, １９９８,［１９９８］II ECR
３１４１．

６１）Notice of２２ August１９９８ on the application of the competition rules to access agreements in the telecommunications sector：Frame-
work, Relevant Markets and Principles（１９９８）, OJC２６５／２, para.１３６

６２）Guidelines on the Application of EEC Competition Rules in the Telecommunications Sector（９１／C２３３／０２）. para４８.
６３）Ibid, para.４９
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ば、標準化協定の重要な側面は、支配的ネット

ワーク事業者（一般に既存事業者）が新規参入者

による自市場へのアクセスを制限するために、標

準を押しつける可能性が危惧される。また第三者

による特別な市場へのアクセスを制限する場合に

は、標準化協定は競争制限的な効果の可能性があ

る。しかし標準化協定については、経済的な便益

と競争制限のバランスを取ることが複雑で難しい。

欧州委員会は、その協定の便益（例えば、市場参

入の公開性及び容易性の増大）が競争制限による

損失を上回る場合に、第８１条�３による適用除外と

する姿勢を取っている６５）。

�６ 機密情報の交換

電気通信事業者間の情報交換に関する協定は、

電気通信サービスの適正な機能、相互運用性を確

保し、あるいはワン・ストップ・ショッピングや

料金請求処理を行う上で必要な場合には、制限さ

れるべきものではない。しかしそうした協定は料

金、割引、マーケティングのような機密情報に関

わる場合には禁止される。例えば、付加価値ネッ

トワーク・サービス提供のために電気通信事業者

間でジョイント・ベンチャーを設立する際の評価

において、欧州委員会はジョイント・ベンチャー

の競争者が他では迅速にまた同等に入手し得ない

顧客情報をそれら同士で交換することにより他の

事業者を差別してはならないとの判断を示してい

る６６）。また１９９８年アクセス告示では、電気通信

ネットワーク事業者が相互接続協定の枠内でも競

合事業者の顧客あるいはトラフィック情報を得る

ことができるかもしれない６７）として、ネットワー

ク事業者は関連する機密情報が相互接続に関わる

事業者の部門に対してしか開示されないことを保

証するセーフガードを導入するよう勧告している。

�７ 移動体事業者間のローミング協定

移動体事業者は、その利用者が国を超えて異な

るネットワークでその移動体端末が利用できるよ

うにするための「ローミング協定」を結ぶ。欧州

委員会は大多数の移動体事業者間の「GSMロー

ミング協定覚書」（GSM MoU Roaming Agree-

ment）に関する調査の中で、第８１条との関係を

調査した。これは現実あるいは潜在的な競争者間

の協定であり、その意味で第８１条�１に関わってく

る。欧州委員会はそうした協定が移動体サービス

の国際的な提供における競争制限の効果を持つか

もしれず、その意味で第８１条�１に抵触する可能性

があると考えている。特にその協定が料金の固定

化、市場の分け合い、競争者間の不当な情報交換、

越境移動体サービスの抑制をもたらす可能性があ

ると見ている。しかし欧州委員会は、個々の協定

交渉コストの削減やローミング・サービスの迅速

な利用可能性という事実から、その便益も評価し

ている。そのため、欧州委員会は、��ローミング

料金が費用ベースである、��情報交換が最小限と

される、��覚書が移動体事業者のローミング協定

バイバスさせ他の地域での実際のセールスを妨げ

ない、との条件のもとに、GSMローミング覚書

を認可した。

３．２ 第８２条における市場支配的地位の乱用制限

ローマ条約第８２条は支配的地位の乱用を禁じて

６４）欧州における電気通信の標準化はETSI（European Telecommunications Standards Institute）により進められている。
６５）Global European Network OJ C５５／３（国際専用線の品質及び利用可能性を改善するため電気通信ネットワーク事業者間におけ

る技術的な協力協定について）
６６）Infonet, OJ.１９９２C７／３, para.９（１）d；Atlas, Commission Decision of September１９,１９９６, OJ. １９９６L２３９／２３, para. ２８（４）；

Unisource, Commission Decision of October２９,１９９７OJ１９９７L３１８／２４, para.４７
６７）Notice of２２ August１９９８ on the application of the competition rules to access agreements in the telecommunications sector：Frame-

work, Relevant Markets and Principles（１９９８）, OJC２６５／２, para.１３９
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いる。ここでは支配的地位あるいは支配性をどの

ように決定するか、ついでどのようなその乱用が

あるのかを述べていくことにする。

�１ 支配的地位の概念と決定要因

学問的には、企業が持つ市場での行動上の強さ

は「市場力」（market power）という用語で表現

される。すなわち、市場力は、生産量を制限する

ことにより、競争条件下における水準よりも価格

を引き上げ、それによって増大する利潤を享受す

るある企業ないし企業グループの能力と定義され

る６８）。その市場力確認のための基本的な指標は、

同一生産物供給の競争者の数、その市場シェア、

市場の集中度、代替生産物の利用可能性、製品差

別化、参入障壁の存在、潜在的競争の有無、企業

間の寡占的相互作用の性質などである６９）。

こうした学問上の整理は、西欧における経済現

場での事象との相互作用により発展して来たわけ

であるが、欧州の経済法あるいは競争法の中では、

「支配的地位」（dominant position）という用語

を用いて、第８２条において規定されている。この

支配的地位の用語の意味は、欧州委員会が当初よ

り定義を与えているのではなく、裁判判例を通じ

て具体的にされてきている。

欧州裁判所は第８２条の支配的地位（dominant

position）を以下のように定義している。

「認識できる程度に競争者あるいは顧客から

独立してまた究極的に消費者から独立して行動

することにより、関連する市場での有効競争の

維持を妨げることを可能とする企業が持つ経済

的地位」７０）

この支配的地位は、主として市場シェアにより

決定されるが、そのほか参入障壁、技術的資源、

知的所有権、設備へのアクセス制御も判断基準と

される。

�１ 市場シェア

市場シェアは支配性を判断する最も一般的な指

標である。１９９８年アクセス告示では、５０％を超え

る市場シェアが通常、支配性を構成するのに十分

であるとしている７１）。対照的に、正確に定義され

た市場における３０％以下の市場シェアは、例外的

な状況を除き、支配性の判断から除外される。

３０％と４０％の間の市場シェアも通常、支配性を問

われない。しかし４０％から５０％の間の市場シェア

は、��時系列の市場シェアの推移、��最も敵対す

る競争者の市場シェア、��支配性を示す他の要因

の存在（以下の事項）に依拠して、支配性がある

とされることもある７２）。

市場シェアが表現する事柄は、それが「過去」

における市場構造の特徴を説明するものであって、

「将来」における市場構造を説明するものではな

い。そのため、上記の４０％～５０％のケースのよう

に、時系列の市場シェア推移、最も敵対する競争

者の市場シェアなどが考慮される必要が生じる。

支配性確定に関するこれらの市場シェア数値は

恣意性を免れない。すなわち、なぜ５０％かという

疑問である。しかしそれは４０％、３０％としたとこ

ろでその質問から脱し得るものではない。適度な

６８）Bishop and Walker（１９９９）, The Economics of EC Competition Law , Sweet & Maxwell, p.２７
６９）ibid, p.２７―４５
７０）Case３２２／８１Michelin v Commission［１９８３］ECR３４６１；Case３１１／８４Telemarketing［１９８５］ECR３２６１；Case２７／７６United

Brands v Commission［１９７８］ECR２０７and Case８７／７６Hoffman―La Roche v Commission［１９７９］ECR．４６１
７１）Notice of２２ August１９９８ on the application of the competition rules to access agreements in the telecommunications sector：Frame-

work, Relevant Markets and Principles（１９９８）, OJC２６５／２, para.７３
７２）Garzaniti, L.（２０００）, Telecommunications, Broadcasting and the Internet：E.U. Competition Law and Regulation , Sweet & Maxwell,

London, p.１７０
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数字を基準に定め、支配性により生じる市場弊害

事象との関係を経験によって補っていかなければ

ならない事柄である。その点で上述したような

４０％から５０％の市場シェアにおける判断対応は柔

軟性を加味する上で大きな意味を持つ。以下では、

さらに支配性判断に関わる他の要因を見てみるこ

とにする。

�２ 参入障壁

欧州委員会は支配性の評価に際して、市場へ参

入する新規参入者の能力を制限する要因、すなわ

ち「参入障壁」に着目している。その一般的な詳

細事項としては、例えば、多額のスタート・アッ

プ費用、規模の経済性、戦略的なインフラに関す

る既存事業者のコントロール、知的所有権、ある

いは大規模供給システムの必要性などが挙げられ

る。

�３ 技術的資源

技術的な優位性保有は支配性の指標となりうる

かもしれない７３）。１９９１年ガイドラインでは、電気

通信分野においてソフトウェアやハードウェアの

相互運用性を確保するために必要なアクセス・プ

ロトコルあるいはインターフェイスに関する情報

の保有が特に関係すると指摘している７４）。

�４ 知的所有権

技術的な情報が知的財産権によりカバーされて

いる場合、それは支配性の指標となりうる７５）。知

的財産権に守られた技術情報は支配性の形成につ

ながるとしても、それ自体の所有が支配性を構成

するわけではない７６）。問題はそうした知的所有権

の保持が関連する市場においてその所有者をして

明示的に競争阻害を可能とするかどうかというこ

とである。例えば、Magill判決（１９９５）において、

欧州裁判所はテレビ局が週間テレビ番組雑誌を発

行するために必要な唯一の情報源であることから、

その著作権化された情報について独占を享受し、

そのためそれら雑誌に関する市場での有効な競争

を妨げているとの判断を示している７７）。

�５ 設備へのアクセス制御

電気通信分野は１９９８年完全自由化に踏み切った

が、引き続き設備へのアクセス制御が電気通信イ

ンフラ市場において既存電気通信ネットワーク事

業者の支配性の源になっている。これは既存事業

者のネットワークに対する有効な代替インフラが

利用可能となるまでのケースともいえる。しかし

ネットワーク設備へのアクセスが適度な時間枠の

中であるいは法的問題のために妥当な重複が不可

能であり、また代替ネットワーク構築が過度に費

用のかかるものであることから７８）、関係するネッ

トワーク設備へのアクセスが不可欠であると見な

される場合、そうした不可欠設備へのアクセスを

制御する事業者は、第８２条の意味でその設備への

アクセス提供市場において支配的地位を享受する

と見なされる。

１９９８年アクセス告示において、欧州委員会は設

備へのアクセス市場に関して具体的な記述で指摘

を行っている。特定設備へのアクセスを得ること

の経済的重要性は相互接続するネットワークのカ

バレッジに依拠するとして、ある事業者のネット

ワーク制御に関わる経済的作用力は、関連する地

理的エリアにおいてターミネーション・ポイント

７３）これはHoffman―La Roche, para.７―１１, note１６, Case T―５１／８９Tetra Pak Rausing v. Commission［１９９０］, II ECR.３０７；Case T―
８３／９１Tetra Pak International v Commission［１９９４］II ECR７５５において指摘されている。

７４）Guidelines on the Application of EEC Competition Rules in the Telecommunications Sector（９１／C２３３／０２）. para８１.
７５）Tetra Pak International, para.７―１１, para.１１０.
７６）Case２３８／８７Volvo v. Veng［１９８８］ECR６２１１；Case C―２４１＆２４２／９１P RTE and ITP v Commission（The Magill case）
［１９９５］IECR７４３.

７７）RTE and ITP v. Commission, para.７―１７, note２５.
７８）Notice of２２ August１９９８ on the application of the competition rules to access agreements in the telecommunications sector：Frame-

work, Relevant Markets and Principles（１９９８）, OJC２６５／２, para.７４
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に接続する加入者総数に占める、その事業者の電

気通信ネットワークのターミネーション・ポイン

トへ接続する加入者数の割合により計測されると

指摘している７９）。

�２ 支配性の他の態様

これまでは暗黙的に単一供給者としての支配性

に言及してきた。市場支配的地位の態様には、さ

らに「買い手として独占性」（dominance as a Pur-

chaser）と「共同支配性」（joint dominance）、

さらに「密接に関連する市場での支配性」（domi-

nance on closely related markets）も考えられる。

�１ 買い手としての独占性

既存電気通信事業者がネットワークあるいは

サービスの提供においてなお支配的であるならば、

それら事業者は電気通信設備、ソフトウェアある

いは工事サービスの大部分をなお購入し続ける。

したがって特定国内市場における供給者の産出物

の大部分について代替的な買い手が存在しないな

らば、既存電気通信事業者は産出物供給者に大き

な影響を与え、その産出物需要についての支配性

を有すると見なされる。これに関連して、例えば、

Alcatel／Telettra事案において、欧州委員会は合

併される会社がスペインの回線伝送機器及びマイ

クロウェーブ機器市場において非常に高い市場

シェアを持つことになるが、この設備の唯一の買

い手であり既存電気通信事業者であるテレフォニ

カが代替供給者から機器設備の購入する能力を有

しているとして、その合併が支配的地位を築くも

のではないと判断した８０）。

�２ 共同支配性

第８２条は二つ以上の企業が独占的地位を共有す

る場合にも発動される８１）。二つ以上の企業が共同

支配性をもつと考えられるのは、以下の条件を満

たすときである。��それら企業が、それぞれ単一

企業が関係する顧客及び競争者に対して実質的に

同じ立場を持たなければならない（例えば、二つ

の電気通信ネットワーク事業者が同じ地理的エリ

アをカバーしている場合）、��関連する市場にお

いてそれら企業間で競争がない。

Garzaniti（２０００）は電気通信分野においてこ

の問題がローカル・ループ・アクセスにおいて生

じるだろうと指摘している８２）。それによれば、既

存ネットワーク事業者あるいはケーブル・ネット

ワークによりその提供が可能であるにすぎない限

り、ローカル・ループ・アクセスの提供が共同支

配性の問題をもたらすかもしれないと述べている。

�３ 密接に関連する市場の支配性

Tetra Pak判決において、欧州裁判所はある会

社が特定の生産物市場で支配的であるとき、その

支配的とされる市場に密接に関連する他の生産物

市場においても支配的であり得る場合があるとの

判断を示した。Garzaniti（２０００）は、この論拠

から、既存電気通信事業者がインフラ市場におい

てまたそのインフラの下流市場において強い市場

作用力を持つ場合、欧州委員会がそれら市場の一

つだけにおける支配性の証明に基づいて、その電

気通信事業者の支配的地位の存在を確定し得るか

もしれないと述べている８３）。

７９）ibid. para.７２
８０）Alcatel／Telettra, Case IV／M,０４２, Commission Decision of April１２,１９９１, OJ.１９９１L１２２／４８
８１）他産業では、Societa Italiana Verto Spa v Commission：Italian Flat Glass［１９９２］II ECR １４０３；Case C―３９３／９２ Almelo
［１９９４］I ECR１４７７, Port of Rodby, OJ.１９９４L５５／５２において適用されている。

８２）Garzaniti, L.（２０００）, Telecommunications, Broadcasting and the Internet：E.U. Competition Law and Regulation , Sweet & Maxwell,
London, p.１７２
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�３ フランスにおける有意な支配的事業者の確定

フランスの郵便電気通信法典第L３６―７条は

「競争委員会の意見に基づき、競争、利用実態、

不正行為の処罰について、また第L３４―８条Ⅱの

規定による関係事業者のリストからなる報告書

（Bulletin）を、毎年、作成し、また同じ規定に

基づき関係する電気通信市場においてどのように

市場支配力が行使されているかを考察する。市場

において２５％以上のシェアを有する事業者は、市

場支配力を行使するものとみなされる。電気通信

規制庁は、その事業者について、その売上高を市

場規模と比較し、最終利用者に対するアクセス手

段の制御、財政資源への取り組み方、市場への財

及びサービス提供の実態を検討する。」と定め、

翌年の電気通信市場における有意な市場支配力を

有する事業者（opéerateurs exerçant une influ-

ence significative sur un marché des télécommu-

nications）指定を毎年前年秋に行っている。

電気通信規制庁（ART）は、指定に際して、

関連する市場を四つに定め、その中で有意な市場

支配的事業者を指定している８４）。


固定電話小売市場における固定事業者


専用線小売市場における固定事業者


移動体電話小売市場における移動体事業者


相互接続全国市場における移動体事業者

である。これら市場に関わる事業者に対して

ARTはまず、売上高、加入者数、トラフィック

量についてアンケートを行い、売上高の市場シェ

アをもって有意な市場支配的事業者の決定を行っ

ている。上記郵便電気通信法典に定める最終利用

者に対するアクセス手段の制御、財政資源への取

り組み方、市場への財及びサービス提供の実態は、

今のところ検討されていない。この結果２０００年に

おける有意な市場支配的事業者は、フランス・テ

レコムとSFRが指定された。

�４ 支配的地位の乱用

支配性を有することはそれ自体禁止されること

でもないし、またその支配的な事業の妥当で正常

な行為には何の制限も課されるものでもない８５）。

一般的原則は、１９７９年のHoffman―La Roche事案

において欧州裁判所が示した見解に見ることがで

きる。同裁判所は、

「乱用の概念は、支配的地位を有する会社が

存在することの結果として、競争の程度が弱め

られ市場構造に影響を与え、また商業的な取引

を基礎として財・サービスにおける正常な競争

の条件とは異なった方法によって、既存の市場

での競争度合いの継続あるいはその競争の促進

を阻む効果を有する、支配的地位の会社の行動

に関する客観的概念である。」８６）

との考えを示した。これに基づきGarzaniti

（２０００）は、「適切に定義された市場における競

争を重大にあるいは不当に歪める支配的企業の行

動は、それが加盟国間の取引に影響を与える場合、

第８２条により禁止される」とまとめている８７）。支

配的地位の乱用概念は、その市場での強力な立場

から支配的な会社が、非支配的な会社ができない

ようなある種の行為を競争者、供給者、顧客に対

して行わないようにするべき「特別の責務」を有

８３）ibid.
８４）Decision no.９９―１６７du１５septembre１９９９etablissant pour２０００la liste des operateur exerçant une influence significative sur

un marché des télécommunications JO.２２aout１９９９, ss１７８８３―１７８８６
８５）XXIVth Report on Competition Policy（１９９４）, point２０７.
８６）Hoffman―La Roche para.７―１１, note６, para.５４１
８７）Garzaniti, L.（２０００）, Telecommunications, Broadcasting and the Internet：E.U. Competition Law and Regulation , Sweet & Maxwell,

London, p.１７３
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するという前提に基づいている８８）。

以下では電気通信分野における支配的地位乱用

の（現実のあるいは想定される）ケースを記述す

ることにする。

�１ 供給の拒否及び利用の制限

まず供給に拒否について、支配的な企業は、そ

れが客観的な正当性を示すことができないならば、

既存顧客に対する供給を拒否することができない。

こ れ に 関 し て は、Commercial Solvent判 決

（１９７４）において欧州裁判所が、「原材料市場に

おいて支配的な地位を有し、原材料がそれ自らの

派生商品を製造するためのものであることから、

顧客への供給を拒否し、よってその顧客の一部に

おいて競争を減少させる可能性を持つ企業は、第

８２条の意味において支配的地位の乱用に当たる」

との判断を示している８９）。しかし何が「客観的な

正当性」かについては明らかにしていない。例え

ば、既存顧客と同じ市場に参入し、顧客の商業的

戦略と対抗しようとする支配的企業の行動は、容

認しえる「客観的な正当性」を構成するものでは

ないとの判例もあるが９０）、電気通信分野について

はまだそうした実例は見あたらない。

次に利用の制限であるが、「既存」顧客に対す

る支配的企業による利用の制限は、乱用と見なさ

れることがある。なお「新規」顧客に対し（供給

の拒否あるいは）利用の制限を課すことは、支配

的地位の乱用を構成し得るとの見解もある９１）。こ

れに関する電気通信分野に関する事例として、

Belgian RTT事案がある。それに関して欧州委員

会は電気通信サービス市場における支配的事業者

は、それらサービスが一般的な経済的利益を持つ

サービス提供業務に必要でないならば、そのサー

ビスの利用に制限を課してはならないとの判断を

下した。すなわち、逆説的ではあるが、一般的な

利益に関わる場合には、支配的事業者が利用制限

を課すことも許されるとの判断である。このケー

スでは、Belgian RTTがその電気通信回線リース

について、その回線が第三者のデータ・トラ

フィック伝送に利用されてはならないとする制限

を課した行為に対し、欧州委員会が異議を唱えた。

このケースはネットワーク運営がまだ留保された

サービス（法的に排他的権利が許された）だった

期間に関係していたが、そこでの原則は自由化後

においても事業者がネットワーク運営においてな

お支配的である限り、適用できるだろうと考えら

れている９２）。

また１９９１年ガイドラインでは、その他の利用制

限の例として、電気通信ネットワーク事業者が第

三者に対して��公衆交換網に対してコンセント

レーターやマルチプレクサーなどを通じて専用線

に接続し、あるいは��その電気通信事業者と競争

するサービス提供のために専用線サービスを利用

することを禁じることを挙げ、第８２条に違反する

可能性があると指摘している９３）。

�２ 差別的行為

第８２条�c は支配的企業が他の取引相手との同等

な取引に対して区別した条件を適用し、それによ

り競争上不利にそれらを追いやることをその乱用

行為として禁止している。したがって、支配的企

業は異なる顧客あるいはサービス提供者に対して

提供されるサービス料金あるいは品質において差

別することは許されない。しかしその差別が客観

８８）Michelin v Commission, para.７―１０, note１６
８９）Commercial Solvent v Commission［１９７４］ECR２２３．
９０）Commercial Solvent v. Commission［１９７４］ECR２２３, Case２７／７６United Brands v Commission［１９７８］, ECR２０７
９１）Garzaniti, L.（２０００）, Telecommunications, Broadcasting and the Internet：E.U. Competition Law and Regulation , Sweet & Maxwell,

London, p.１７４, note.４４
９２）ibid. note.４６.
９３）Guidelines on the Application of EEC Competition Rules in the Telecommunications Sector（９１／C２３３／０２）. para８９.
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的正当性を持つならば、それは差別的行為ではな

い。例えば、顧客特殊な費用節約や技術的考慮、

あるいは異なったレベル（卸しあるいは小売）で

の運営のような客観的要因に基づいてより安価な

料金を顧客に供給者が課すことは合法的である。

欧州委員会は１９９８年アクセス告示９４）あるいは１９９７

年相互接続指令第７条において、差別が競争を歪

めることがないことを条件に、その差別が提供さ

れる相互接続タイプあるいは関連する各国の免許

条件を基礎に客観的に正当化することができる場

合には、相互接続に関して異なった料金、条件を

異なるカテゴリーの企業に対して設定することが

できるとしている。また差別的料金設定は、既存

顧客が競争相手に流出するのを防ぐために支配的

事業者による防御的戦略の枠内で競争対応として

取られるとき正当化しえるとの解釈がある９５）。

また差別的行為は、ネットワーク接続の制限や

遅延行為、メンテナンスや補修サービス提供の制

限や遅延行為、さらにネットワーク・プログラミ

ング、信号化プロトコル、技術標準、さらに適切

な相互接続、相互運用性、番号化や経路化に必要

なその他の設備に関する情報提供の制限あるいは

提供遅延についても関係している。１９９８年アクセ

ス告示では、��アクセスの技術的高度化の程度

（すなわち、アクセスに関わる交換のネットワー

ク・ヒエラルキーのタイプあるいはレベル、その

交換の技術的能力に関する制限）、��接続点の数

あるいは立地、��イコール・アクセス（すなわち、

アクセス要求事業者の顧客がアクセス提供事業者

の顧客と同じダイヤル桁数を用いてサービスを利

用できるようにする可能性）の三つのに分けて、

ネットワーク・アクセスにおける技術的コンフィ

ギュレーションに関する差別行為の可能性を示唆

している９６）。こうした差別行為が最も発生しやす

いのは、既存事業者が自らのサービス部門に対し

て与えるよりも不利なアクセス条件（例えば、相

互接続キャパシティ、料金、回線品質など）を他

の事業者に対して課すケースである。これについ

て は、１９９７年 のUnisource／Uniworld事 案、Irid-

ium事案において欧州委員会が、またDeutsche

Bahn判決において欧州裁判所が判断を示してい

る９７）。それによれば、第三者と支配的事業者自身

の子会社あるいはその事業部門の間の差別的取り

扱いは第８２条に違反すると判断している。

�３ 略奪的料金設定

略奪的料金設定（predatory pricing）は、支配

的企業が競争者を減らしあるいは弱め、あるいは

市場への参入を阻止する意図をもって、財政的に

支えられる期間、費用割れした料金でその財・

サービスを供給するための料金設定の在り方であ

る。略奪的料金設定は競争プロセスで生じる通常

の料金競争とは峻別されなければならない。その

区分は、��支配的企業の平均可変費用を下回って

いること、あるいは��平均費用を下回り、支配的

企業の側に略奪的な意図が存在することであり、

その場合にその料金設定は通常の料金競争と異な

り、略奪的であり、支配的地位の乱用と見なされ

る９８）。

１９９８年アクセス告示において、欧州委員会は

ネットワークのサンク・コストがサービス提供の

９４）Notice of２２August１９９８on the application of the competition rules to access agreements in the telecommunications sec-
tor：Framework, Relevant Markets and Principles（１９９８）, OJC２６５／２, para. １２０；Directive９７／３３（Interconnection Direc-
tive）［１９９７］OJ L１９９／３２.

９５）Waelbroeck, Price Discrimination and Rebate Policies Under E.C. Competition Law（１９９５）Fordham Corporate Law Insti-
tute, Chap.１０, pp.１４７―１６０

９６）Notice of２２ August１９９８ on the application of the competition rules to access agreements in the telecommunications sector：Frame-
work, Relevant Markets and Principles（１９９８）, OJC２６５／２, para.１２７

９７）Unisource／Uniworld, OJ１９９７L３１８／２４and Iridium, OJ１９９７L１６／８７, Case T―２２９／９４Deutsche Bahn v. Commission［１９９７］II
ECR１６８９
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大きな割合を占めているために、電気通信分野で

は上記のような検証テストが適当ではないかもし

れないと指摘している。それに代えて、欧州委員

会は適切な時間的枠内においてサービス提供の増

分費用を検討することを推奨している９９）。最近に

なって、欧州委員会は、支配的企業が競争を弱め

るためにターゲットを絞った（平均費用を下回る）

料金引き下げを行い、その一方で平均費用を上回

る料金を維持している場合に、略奪的料金設定が

あり得るとの立場を示している１００）。このことは費

用と料金の関係に基づき略奪性をテストすること

から、料金の選択性（すなわち、ターゲットを

絞った選択的料金制）が略奪的料金設定の中心的

基準とするテストへの移行を意味している１０１）。

�４ 内部相互補助

１９９１年ガイドラインによれば、内部相互補助

（Cross―subsidisation）は、ある事業がある生産

物あるいは地理的市場においてその活動の費用の

全てあるいは一部を他の生産物あるいは地理的市

場の活動に配分するときに発生する１０２）。電気通信

分野では、電気通信事業者が支配的地位を有する

市場での収入（例えば、ネットワーク提供など）

を競争的な事業分野（例えば、下流の付加価値

サービスなど）内部相互補助する場合、それは競

争を歪め、第８２条に違反すると考えられる。その

場合、支配的事業者は、効率性あるいはパフォー

マンスの結果としてではなく補助のような人為的

手段によって、競争市場における競争相手よりも

優れた条件を提供できる地位にある。さらにその

ことは、長期的に競争事業者の市場での力を弱め

市場からの締め出しという事態に追い込み、また

新規参入を鈍らせる効果を持つことになる。その

ケースでは、内部相互補助は略奪的料金設定を伴

うこともある。

内部相互補助はそうした直接的な費用移転によ

り生じるが、市場におけるよりも低利の資金調達

やより安価の宅内機器、その他設備、専門家ある

いは他のサービス利用などの間接的な費用移転を

通じても生じる１０３）。

内部相互補助は国から企業に与えられていた特

別のあるいは排他的な権利に絡んで生じるのが通

常であったから、欧州では１９９８年からの電気通信

自由化に際し、その後も内部相互補助問題があり

得るのかどうかという疑問が出された。これに対

して欧州委員会は、Unisource／Uniworld事案に

おいてそれについての考え方を示した１０４）。それは、

排他的権利あるいは特別の権利が廃止されたにも

かかわらず、内部相互補助は依然支配的事業者

とっての乱用行為であるという考えである。しか

し、欧州委員会の主張する立場は、欧州裁判所の

Tetra PakⅡにおいて示した判断１０５）の不当な拡張

であるとみなす意見もある。欧州裁判所は支配的

な地位を確立している市場に隣接しているが異

なった市場における乱用は、それら市場が密接に

関連する場合に成立するとの判断を下していたた

めである。しかしGarzaniti（２０００）１０６）は、市場間

の密接な関連性は、ある市場における支配性に由

来する経済力が他の市場で乱用的な行為として作

９８）Akzo v. Commission［１９９１］I ECR.３３５９
９９）Notice of２２ August１９９８ on the application of the competition rules to access agreements in the telecommunications sector：Frame-

work, Relevant Markets and Principles（１９９８）, OJC２６５／２, para.１１０―１１６．
１００）Irish Sugar（Case IV／３４.６２１）OJ１９９７L２５８／１.
１０１）Garzaniti, L.（２０００）, Telecommunications, Broadcasting and the Internet：E.U. Competition Law and Regulation , Sweet & Maxwell,

London, p.１７６
１０２）Guidelines on the Application of EEC Competition Rules in the Telecommunications Sector（９１／C２３３／０２）. para１０２―１０８.
１０３）SFEI v La Poste,［１９９６］I ECR３５４７
１０４）Commission Decision of October２９,１９９７, OJ１９９７L３１８／１
１０５）Tetra Pak International SA v EC Commission（Case C―３３３／９４P）［１９９７］４CMLR６６２
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用しうるということを意味していることから、支

配的な地位を享受するある市場における活動から

生じた収入を活用して他の市場の活動に補助する

ことを禁じることは、それほど拡大した解釈であ

るようには見えないと述べている。

内部相互補助の立証は決して容易ではない。多

くの場合、内部相互補助の立証は略奪的料金設定

の立証に行き着く。あるサービスが内部相互補助

を受けていなければ、料金が費用との関係で安価

にできないためである。略奪的料金設定の立証も

費用把捉の容易性と関わる。そのため欧州委員会

及び欧州閣僚理事会は支配的事業者の会計制度の

透明性を改善し、内部相互補助のチェックを容易

にすることを目指していくつかの措置を計ってい

る。第一に、ONP相互接続指令１０７）は電気通信

ネットワーク事業者が透明性を確保した会計制度

を確立し異なる事業部門に関する会計を分離しな

ければならないと規定した。第二に、相互接続料

金に関する欧州委員会勧告第二部１０８）は、電気通信

事業者が少なくとも事業分野毎に営業費、用途資

本、収入に関するデータを各国規制機関に提出す

るよう勧告している。さらに、ジョイント・ベン

チャーの評価に際し、欧州委員会は内部相互補助

が生じないことを保証させるために分離した透明

性を有する会計をそれに関わる企業に求めている。

�５ エクセス・プライシング

電気通信事業者はそれが支配的な地位を有する

市場でのネットワーク・アクセスあるいはサービ

スについて過大な料金を課してはならない。Gen-

eral Motors判決において、欧州裁判所は支配的

な企業が提供する財・サービスの経済的価値と料

金の関係に基づく公平性テスト（fairness test）

を採用した。そこでは、財・サービスの経済的価

値と料金が合理的な関係を持たない場合には、そ

の料金が超過している（excessive）と見なされ

る。料金が超過しているかどうかを決定するには、

問題の財・サービスの費用が分析されなければな

らない。例えば、ある事業者が複数の事業を展開

している場合、各事業に共通費への適切な貢献分

を割り振りながら関連する費用を配賦することが

必要とされる。ただし、欧州の自由化され、公的

独占から競争化されたばかりの既存電気通信事業

者の費用配賦は、まだ十分な会計上の経験を積ん

でいるとは言えないが、欧州委員会の会計原則に

関する勧告等で、徐々に整備されて来ている。な

お、Garzaniti（２０００）１０９）は、新規のネットワーク

開発に関係するリスクを埋めるための大きな留保

利潤を料金に含めることを妥当なものと見なし、

超過した料金設定ではないと考えている。それは

R&Dや製品開発に電気通信事業者が投資するた

めのインセンティブを構成するためである。

超過する料金設定（excess pricing）に関する

電気通信分野での実例としては、１９９７年ITT

Promediaが電話帳発行のための加入者データに

関するベルガコムの課す料金が第８２条の意味にお

いて過大であり差別的であるとした訴えに対して、

欧州委員会が調査に乗り出したケースがある。こ

の係争はベルガコムがその料金を９０％以上引き下

げることに合意したことで解決したが、欧州委員

会は費用ベースとするよう求めていた１１０）。

費用ベースのアプローチが利用できない場合、

代替的な費用算定手法として、異なる加盟国の同

１０６）Garzaniti, L.（２０００）, Telecommunications, Broadcasting and the Internet：E.U. Competition Law and Regulation , Sweet & Maxwell,
London, p.１７７

１０７）Directive９７／３３ of June３０,１９９７ on interconnection in telecommunications with regard to ensuring universal service and interoper-
ability through application of the principles of Open Network Provision (ONP）, OJ１９９７L１９９／３２

１０８）Commission Recommendation, OJ L１４１, May１３,１９９８, p.６
１０９）Garzaniti, L.（２０００）, Telecommunications, Broadcasting and the Internet：E.U. Competition Law and Regulation , Sweet & Maxwell,

London, p.１７７

５７ 郵政研究所月報 ２００１．４



種財・サービスの料金１１１）、あるいは比較可能な

財・サービスの料金との比較１１２）が利用されている。

この手法に従い、欧州委員会は１９９６年、ドイツ・

テレコムが競争者によるネットワークへのアクセ

スの料金が過大であるとして調査を行った。欧州

委員会はドイツ及び類似市場におけるアクセス料

金を比較し、ドイツ・テレコムの料金と比較可能

な市場での料金が９０％以上の開きがあるのは容認

できないと結論した。その結果、ドイツ・テレコ

ムは市内ネットワーク・アクセス料金を３８％、長

距離ネットワークへのアクセス料金を７８％引き下

げた１１３）。さらに、欧州委員会はドイツ・テレコム

の事業者プリセレクション（carrier―preselection）

及び番号携帯性（number portability）の料金に

ついても、同じ手法から調査を行い、ドイツ・テ

レコムは料金の引き下げに同意することになっ

た１１４）。

�６ 料金圧搾

１９９８年アクセス告示は、支配的なネットワーク

事業者の料金圧搾（Price Squeeze）が、その事

業者の上流部門において競争者に課した料金を基

礎にしてその下流部門における事業を非収益的に

営業する場合に生じると例示している１１５）。支配的

な事業者は、本来下流部門の事業に割り振られる

べき費用をアクセス事業部門に配分することで、

あるいは同一社内における移転価格を不適切に決

定することによって、下流部門の赤字を隠すこと

ができるかもしれない。このため、欧州委員会は

垂直的に統合された支配的事業者内部での異なる

事業部門について会計を分離するように勧告して

いる１１６）。

�７ 抱き合わせ販売

ある財・サービスについて支配的な地位にある

ことから、他の財・サービスを抱き合わせて支配

的事業者が供給することは、その地位の乱用にあ

たる。第８２条�dは、その取引の性質あるいは商業

的利用により、その契約と関係しない補完的な責

務を取引相手との契約において締結させるときに

乱用に当たるとしている。１９９８年アクセス告示は、

既存の支配的事業者が契約、商業的圧力、あるい

は割引を通じて、支配的地位にあるサービスを他

のサービスと抱き合わせることがその地位乱用に

あたると例示している１１７）。しかしその抱き合わせ

が技術的な点から正当化され、あるいは二つの

サービスが単一の広範なシステムの構成要因にす

ぎず、あるいは性質ないし慣習的に提供される場

合には、それは乱用と見なされないとする指摘が

ある１１８）。

�８ 知的所有権の乱用

知的所有権の単なる保持自体が支配性の問題を

構成するわけではないし、支配的事業者の知的所

有権行使自体もそのまま乱用には当たらない１１９）。

しかし支配的な事業者の��市場分割のための商標

登録、��不正なライセンス条件の賦課（ここでの

ライセンスとは、知的所有権の利用のための権利

を言う）、��知的所有権に守られた財・サービス

１１０）Commission Press Release IP／９７／２９２of April１１,１９９７.
１１１）United Brands v Commission［１９７８］ECR２０７
１１２）Case３０／８７［１９８８］ECR２４７９, and Jointed Cases１１０／８８,２４１／８８Francois Lucazeau and others v. SACEM［１９８９］ECR２８１１
１１３）Commission Press Release IP／９６／９７５November４,１９９６
１１４）Commission Press Release IP／９８／４３０May１３,１９９８
１１５）Notice of２２ August１９９８ on the application of the competition rules to access agreements in the telecommunications sector：Frame-

work, Relevant Markets and Principles（１９９８）, OJC２６５／２, para.１１７.
１１６）Commission Recommendation OJ L１４１, May１３,１９９８
１１７）Notice of２２ August１９９８ on the application of the competition rules to access agreements in the telecommunications sector：Frame-

work, Relevant Markets and Principles（１９９８）, OJC２６５／２, para.１０３
１１８）Garzaniti, L.（２０００）, Telecommunications, Broadcasting and the Internet：E.U. Competition Law and Regulation , Sweet & Maxwell,

London, p.１８０

５８郵政研究所月報 ２００１．４



に対する超過した料金設定（excess pricing）な

どは、乱用に当たると見られている１２０）。

�９ ライセンスの拒否

原則的に、支配的企業がその知的所有権につい

てラインセンス供与を拒否することは違法ではな

い１２１）。しかし例外的な状況において、それは乱用

と見なされる。欧州裁判所はMagill判決において

そのケースを定義した１２２）。

�� 当該知的所有権に対するライセンス供与が下

流市場へのアクセスに必要でなければならない、

�� 技術に関するライセンス供与の拒否が、

�a 新製品のための「潜在的需要に関する特定

の恒常的で規則的なパターン」が支配的企業

によって満たされないことから、製品開発を

制限し顧客に損失を与える、あるいは

�b 下流の財・サービス市場における全ての競

争を排除する。

�� ライセンス供与の拒否に対応する正当性が全

くない（ただし、何が対応する正当性かは明ら

かにされていない）。

Garzaniti（２０００）は、ライセンスの供与を命

じる場合には、競争の改善と技術革新へのインセ

ンティブの減少とのバランスをはかる必要がある

と指摘している１２３）。しかし競争者にライセンス供

与することが収入の損失をもたらすという事実は、

ライセンス供与の拒否にとって合法的正当性とは

言えないとされる１２４）。Ladbroke判決（１９９７）に

おいて、欧州裁判所は、差別を客観的に正当化す

る論拠がない場合、同一の生産物市場及び地理的

市場における他の会社に既にライセンスが供与さ

れているならば、知的所有権の保有者がある会社

に対するライセンスの供与を拒否することは乱用

的差別にあたるとの判断を示した１２５）。

�１０ 支配的な買い手としての地位乱用

自由化後も既存電気通信事業者は端末機器及び

サービス購入に関して依然支配的な地位を有して

いると見なされている。第８２条には、��過度に買

い手の有利となる価格あるいはその他の取引条件、

��購入される生産物に関して排他的な買い手とし

て指名されるように求めること、��購入する生産

物及びその他の生産物の標準に関するライセンス

の供与を、購入条件として支配的電気通信事業者

が売り手に課すことを禁じている。また経済的な

論拠なしに支配的事業者に供給する可能性からシ

ステマティックに供給者を排除することも乱用に

当たる（例えば、外国の供給者を排除すること）１２６）。

�１１ 不可欠設備へのアクセス制限

不可欠設備（essential facilities）１２７）へのアクセ

ス制限が支配的地位の乱用のため第８２条違反とな

るケースとして、１９９８年アクセス告示は三つの

１１９）Case T―３０／８９Hilti v Commission［１９９１］II ECR１４３９, Case T―８３／９１Tetra Pak v. Commission［１９９４］II ECR７５５
１２０）Bellamy & Child, Common Market Law of Competition ,（Sweet & Maxwell,４th ed.,１９９３）
１２１）Case２３８／８７Volvo v Veng［１９８８］ECR６２１１
１２２）RTE and ITP v. Commission（Magill Case）（Joint Cases C―２４１―２４２／９１P）［１９９５］ECR I―７４３
１２３）Garzaniti, L.（２０００）, Telecommunications, Broadcasting and the Internet：E.U. Competition Law and Regulation , Sweet & Maxwell,

London, p.１８０
１２４）British Midland／Aer Lingus OJ１９９２L９６／３４and Sea Containers v. Stena Sealink OJ１９９４L１５／８
１２５）Case T―５０４／９３Tierce Ladbroke v. Commission［１９９７］II ECR９２３
１２６）Guidelines on the Application of EEC Competition Rules in the Telecommunications Sector（９１／C２３３／０２）. para１１６―１２０.
１２７）「不可欠設備（essential facility）」論は米国で議論され、欧州において導入された概念である。米国では、この理論はMFJ（最

終同意審決）で決着したAT&Tに対する連邦政府の反トラスト訴訟及びMCIとスプリントがAT&Tに対して行った提訴１２６にお
いて基本的な論拠とされた。また歴史的にこの議論は１９１２年の鉄道に絡む裁判において生じている。当時、少数の鉄道会社が
ミシシッピー川を越えてセントルイスに渡る二つの橋とフェリーへアクセスする線路を支配し、他の競争者のアクセスを拒否
していたためである。米国最高裁はそれに対しアクセス線路のシステムがボトルネックを形成しているとし、アクセスの拒否
がシャーマン法に違反した取引制限であるとの判決を下した。Vogelsang and Mitchell（１９９７）Telecommunications Competition―
The Last Ten Miles―, AEI and MIT Press, pp.５１―６１．また拙稿「新たな電気通信規制の問題点―郵政省IT競争政策第一次答申か
ら―」規制緩和研究会ディスカッション・ペーパー、２００１年１月２６日。
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ケースを想定している１２８）。


サービス市場においてネットワーク事業者がす

でに他の事業者にアクセスを与えていながら、

ある事業者に対してアクセスを拒否する場合：

そうした差別化は、それが下流市場における競

争制限となる場合に、明らかに支配的地位の乱

用にあたる。拒否に客観的な論拠（潜在的な信

用リスクを持つアクセス要求者に対する拒否な

ど）がない場合、拒否はアクセス市場における

支配的地位の乱用となる。一般に、下流の事業

者に対して提供される財・サービスが、自らの

下流事業部門を含む他の当事者に対して認める

条件よりも不利とならないように、支配的事業

者はアクセスを提供しなければならない１２９）。


既存顧客に対するアクセス撤回：アクセス協定

の片務的な撤回は供給の拒否に関連して吟味さ

れるべき問題と実質的に同様の問題をもたらす。

既存顧客に対して認めていたアクセスを撤回す

ることは、下流サービス市場における競争制限

となる場合、乱用行為となる。また客観的な理

由の存在はその撤回を正当化するが、その撤回

理由は競争に与える効果を考慮したもの、すな

わち、大きな影響を与えないものでなければな

らない。


サービス市場においてアクセス提供者が他の事

業者にもアクセスを提供していない状況で、ア

クセス提供を拒否：この場合、そのネットワー

クへアクセスすることが下流市場において競争

するためにアクセス要求事業者にとり不可欠で

ないとき、アクセス提供のネットワーク事業者

は通常それを提供する必要はない。したがって、

不可欠であるかどうかの判断に問題は帰着する。

欧州裁判所は、Magill判決１３０）及びOscar Bron-

ner１３１）判決において、不可欠設備へのアクセス

拒否が第８２条違反であるとのとの判断を示して

いる。それによれば、以下の条件が満たされる

とき、不可欠設備への拒否が第８２条違反である

とされる。��実際上あるいは潜在的な代替物が

存在せずその財・サービスが事業遂行に不可欠

である、��拒否する客観的な論拠がない、��そ

の拒否がその財・サービス市場でのあらゆる競

争を阻むおそれがある。

また支配的なアクセス提供事業者が既に提供

している財・サービスと競争しない新規の財・

サービスをある事業者が提供しようとし、それ

に対してその支配的事業者がアクセス提供を速

やかに行わない場合にも、上記のような問題が

生じる。その場合、アクセス提供の拒否（速や

かに行わない消極的拒否を含め）は、下流市場

での競争促進を阻むものであるから、第８２条違

反となる。

欧州委員会は不可欠設備へのアクセスを命じる

べきかどうかを決定するためのポイントを１９９８年

アクセス告示において示している１３２）。


問題の設備へのアクセスが関連する市場での競

争するために一般的に不可欠であること：この

場合、アクセスが提供されたならば、潜在的な

あるいは代替的な競争者の立場が競争上より有

利になるというだけでは十分ではない。アクセ

スの拒否が下流市場での事業を不可能にあるい

は重大ないし回避しえない非経済的なものとな

る場合である。そうしたケースは設備の重複が

１２８）Notice of２２ August１９９８ on the application of the competition rules to access agreements in the telecommunications sector：Frame-
work, Relevant Markets and Principles（１９９８）, OJC２６５／２, para.８４―１００

１２９）ibid
１３０）RTE and ITP v. Commission（Magill Case）（Joint Cases C―２４１―２４２／９１P）［１９９５］ECR I―７４３
１３１）Case C―７／９７Oscar Bronner v. Media Print［１９９８］I ECR７７９１
１３２）Notice of２２ August１９９８ on the application of the competition rules to access agreements in the telecommunications sector：Frame-

work, Relevant Markets and Principles（１９９８）, OJC２６５／２, para.９１―９８
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物理的、地理的あるいは法律的な制約、あるい

は公共政策的な考慮により可能でない場合に生

じうる。


アクセス提供する設備において利用可能な十分

なキャパシティがあること


設備の保有者が既存の財・サービス市場におけ

る需要を満たさないにもかかわらず、潜在的な

新サービスあるいは財の出現を妨げ、あるいは

既存のないし潜在的な財・サービス市場におけ

る競争を阻害すること


アクセス要求事業者が妥当で非差別的な料金を

支払う用意があり、あらゆる点で非差別的なア

クセス条件に従うこと


アクセス提供拒否に客観的な正当性がないこと。

１９９８年アクセス告示は１３３）、上述したアクセス拒

否に相当する行為についても指摘している。支配

的事業者のアクセス提供の不当な遅延や技術的コ

ンフィグレーションやエクセス・プライシングの

行為も直接的な拒否と同様の効果を持つとしてい

る。アクセス要求に対する対応の不当かつ説明し

得ない遅延は支配的地位の乱用にあたる。それら

乱用かどうかを判断するために、欧州委員会は��

自らの事業部門あるいは小会社に対するアクセス

提供に適用する通常の時間的フレームワークと条

件、��他の加盟国における同種設備へのアクセス

提供に関わる時間、��遅延の説明を比較考慮する

との指針を示している。技術的コンフィグレー

ションについては、競争事業者が設備へアクセス

するのを制限するために支配的事業者が技術的コ

ンフィグレーションを操作するかもしれない。こ

のため一般的な原則として、アクセス要求事業者

には、その地点が技術的に可能であるならば、そ

れにとって最適な地点でアクセスを提供しなけれ

ばならないとする。エクセス・プライシングは、

それ自体乱用行為となるが、それはまたアクセス

提供の有効な拒否の手段となりうる。

４ EU電気通信分野における競争法と分野特殊

な規制

４．１ EUと加盟国における電気通信規制の構図

EUと加盟国における経済的な電気通信規制は

三つのレベルで実施されている。第一に、各国の

分野特殊な規制（sector―specific regulation）（EC

指令に基づく）であり、次いで各国内競争法、そ

してEC競争法である。

まずその関係及びフレームワークを図示してお

き、ついでその説明を行うこととする。

４．２ 三つの規制フレームワーク

�１ 各国内の分野特殊な規制

各国内における政策決定機関は、サービス指令

（指令９０／３８８）１３５）及びONPフレームワーク１３６）に

そって創設あるいは改組された国内規制機関

（NRA）である。NRAについては、前者により

電気通信事業者から独立したNRAの創設が要請

され、後者によりその独立性を強化するため、

NRA１３７）は全ての電気通信ネットワーク提供事業

者から法的にも機能的にも明確に独立しなければ

ならないと規定された１３８）。さらに加盟国はNRA

の決定によって影響を受ける当事者が関係する当

１３３）ibid. para９５―９８.
１３４）Larouche（２０００）Competition Law and Regulation in European Telecommunications , Hart Publishing, Oxford, p.２８５
１３５）Directive９０／３８８Commission Directive on Competition in the markets for telecommunications services（Service Directive）
［１９９０］OJ L１９２／１０

１３６）Directive９０／３８７Council Directive on the establishment of the internal market for telecommunications services through the
implementation of Open Network Provision（ONP Framework Directive）［１９９０］OJ L１９２／１

１３７）ここでのNRAは、フランスの電気通信規制庁（ART）、ドイツの電気郵便通信規制庁（RegTP）、英国のOFTELのような独
立規制機関を指している。しかし、規制のフレームワークから言えば、フランスにおける事業免許の交付者である産業省（電
気通信担当省）や周波数管理の全国周波数庁（ANF）も含まれる。
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事者から独立した機関への訴権を保証しなければ

ならないと規定した１３９）。ここでの独立した機関と

は、通常、一般の裁判所あるいは行政裁判所を意

味し（図表１の国内裁判所）、訴えは各国内行政

法の枠内であるいはEC法に基づいて行われる。

国内裁判所はEC第２３４条（旧第１７７条）１４０）に基づき、

欧州裁判所（ECJ）の予備裁定（preliminary

rulings）の助けを借りて、NRA決定がEC法に整

合しているかどうかを裁定することができる。こ

の国内裁判所のほかに、欧州委員会もNRA決定

に関する問題に関与する場合がある。すなわち、

欧州委員会は加盟国の規制体系ないしNRAの決

定がEC法に違反し、また加盟国によりEC法が遵

守されていないと推定するならば、EC法第２２６条

（旧第１６９条）により理由を付した意見を発する

ことができ、場合によっては、欧州裁判所に提訴

することができる。

�２ 各国内の競争法

英国の１９９８年競争法（Competition Act１９９８）

やドイツの１９９８年（改定）競争制限禁止法（Gesetz

gegen Wettbewerbsbeschraenkungen）のよう

図表２ 規制の構図１３４）

１３８）ただし、加盟国の電気通信事業者が国営ないし公社形態をとる場合、所有の分離に関しては言及されなかった。
１３９）Directive９０／３８７, Art.５a（３）.これはDirective９７／５１, Art.１（６）により追加された。
１４０）１９９９年５月１日のアムステルダム条約の実施により、EC法の多くの条文番号は変更された。本論では特に断らない限り新法

の条文番号を用いる。
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に加盟各国は全て、多かれ少なかれEC法をモデ

ルとした国内競争法を備えている。それらはEC

法と必ずしも同様というわけではないが、手続き

あるいは制度のフレームワークは同じパターンを

とっている。この法律の実施に責任を持つのが、

国内競争委員会（NCA：National Competition

Authority）である。国内の分野特殊な規制のケー

スと同様に、各国内裁判所は国内競争法において、

例えば、その法律違反あるいは損害賠償などに関

して競争者間における係争処理のため直接介入す

ることもある。

�３ EC競争法

EC競争法の仕組みは、以下のようにEC法の適

用が共同体機関に委ねられているという点で複雑

になっている。すなわち、EC法第８３条（旧第８７

条）により、同法第８１条（旧第８５条）及び第８２条

（旧第８６条）の適用に関する権限が欧州委員会に

与えられており１４１）、さらにEC法第２３０条（旧１７３

条）に従い、個人による提訴について第一審裁判

所（Court of First instance：CFI）でまた加盟国

からの提訴について欧州裁判所が取り扱いできる

ことになっている。また各国内裁判所もEC法第

８１条�１、�２及び第８２条の運用について、それら全

てが直接的な効果を持つことから、関係すること

ができる。ただし第８１条�３（適用除外条項）の運

用は欧州委員会に留保されている１４２）。また国内競

争法において認められる場合、国内競争委員会も

第８１条�１、�２、第８２条を運用する権限を持つこと

ができる。２０００年初現在、八つの加盟国（ベル

ギー、フランス、ドイツ、ギリシャ、イタリア、

オランダ、ポルトガル、スペイン）がその競争委

員会にそれらEC法の運用権限を与えている。た

だし、企業合併に関する合併規制（Merger Con-

trol Regulation：MCR）は欧州委員会だけによっ

て運用される１４３）。

４．３ 三つの規制フレームワークの関係

�１ 各国内競争法とEC競争法

EC競争法適用と各国内競争法の関係では、第

８１条及び第８２条の適用とMCRの適用では区別し

なければならない。


第８１条及び第８２条に関して、それら条文中の

「加盟国間の取引に影響を与える」１４４）という文

言の概念はEC競争法の適用範囲から漏れる

ケースを少なくするためにきわめて広範囲に解

釈されてきた。またこれら条文と各国内法との

関係を扱った規則（regulations；Verordnun-

gen, Reglement）あるいは指令（directives；

Richtlinien, directives）については閣僚理事会

（Council）が採択するとEC法第８３条�２�e は規

定しているが、この手続きはこれまでのところ

発動されていない。１９６９年、欧州裁判所は

Walt Wilhelm事案１４５）において、EC法と各国競

争法は異なった観点からカルテルを考察してい

るとし、それらが互いに排他的であるとはしな

いながらも、原則的に両法が平行して適用し得

るとの判断を示したが、その姿勢が現在まで踏

襲されてきている。しかしながら、共同体法の

優越性（supremacy）を所与として、EC法が

１４１）Regulation１７／６２of６February１９６２：First Regulation implementing EEC Treaty, Art.８５,８６.［１９６２］OJ L１３／２０４
１４２）ibid,１９９９年のWhite Paper on modernization of the rules implementing Art.８５and８６of the EC Treaty［１９９９］OJ C１３２／１

において、欧州委員会は各国内競争委員会及び国内裁判所に対しEC法第８１条�３の運用を認めるよう提案している。
１４３）Council Regulation４０６４／８９of２１December１９８９on the control of concentrations between undertakings（MCR）, OJ.１９８９L
３９５／１, Regulation１３１０／９７of３０June１９９７［１９９７］OJ L１８０／１により修正。MCR第２１条�１参照。

１４４）“affect trade between Member States”あるいはden Handel zwischen Mitgliedstaaten zu beeintraechtigen, あるいはdaffec-
ter le commerece entre Etata members

１４５）ECJ, Judgment of１３February１９６９, Case１４／６８, Wilhelm v Bundeskartellamt［１９６９］ECR１.

６３ 郵政研究所月報 ２００１．４



優先し、各国内裁判所及び各国内競争委員会は、

その国内競争法の適用が共同体法の完全で一様

な適用を侵さずあるいは共同体法の実施のため

に着手されまた着手されるべき措置ないしその

効果について齟齬をきたしてはならないことを

保証しなければならない１４６）。このようにEC法

と国内競争法の関係は依然曖昧な部分を孕んで

いるが、Larouche（２０００）１４７）によれば、現在主

流となっている解釈は以下の通りである。EC

法第８３条�３により協定が適用除外となっている

場合、各国競争法はその協定を禁じることがで

きない。第８１条に従い欧州委員会が協定を禁じ

ている場合、各国法はその国内においてもそれ

を容認することができない。欧州委員会が決定

を下しておらず、それが予定されている場合、

各国関係機関はその国内法がEC法に整合する

ことを保証しなければならない。その際の各国

が取り得る最善策は欧州委員会が決定を下すま

で国内法のもとに手続きの中断をすることとさ

れる。また第８２条に関して、欧州委員会が支配

的な地位の乱用として禁止措置を執った場合、

各国内法はその行為を容認することができない。

問題案件が欧州委員会でペンディングとなって

いる場合、その解釈は上記第８１条におけると同

様とされる。


合併・企業集中に関しては第８１条第８２条の場合

よりも、その仕組みは簡潔である。すなわち、

MCRの条件に該当すれば、その企業の合併・

買収については欧州委員会が唯一の担当機関と

なる。他方MCR条件が該当しない場合には、

その案件は各国内法により判断されることにな

る。ここでのMCR条件とは、�a 関係する全て

の企業の世界全体の合計売上高は２５億ECU（約

２，５００億円）以上でなければならない。�b関係

する全ての企業の合計売上高が少なくとも三つ

の加盟国のそれぞれにおいて１億ECU（約

１，０００億円）を越えなければならない。�c の三

つの加盟国それぞれにおいて関係する企業の少

なくとも二つのそれぞれの売上高が２，５００万

ECU（約２５０億円）以上でなければならない。

�d関係する企業の少なくとも二つの企業それぞ

れの共同体全体での売上高が１億ECU（約

１，０００億円）以上でなければならない、である１４８）。

このような原則の中で、さらに実際における欧

州委員会、各国内裁判所、各国内競争委員会がど

のようにEC法第８１条及び第８２条を適用している

のか、さらに見てみよう。


欧州委員会と各国内裁判所の関係は多くの欧州

裁判所判決により道筋がつけられ１４９）、それら判

決に伴って欧州委員会の告示（Notice）１５０）が発

表されてきた。欧州裁判所判決と欧州委員会告

示によりもたらされてきた主な原則は、以下の

通りである。すなわち、一般に欧州委員会は共

同体の競争政策実施とその方向付けに責任を持

ち、一方各国内裁判所はEC競争法に関わる個

別的な権利の擁護に関係する。欧州委員会の政

策は共同体に関する十分な利害が関わるケース

についてのみ取り扱う。その場合の問題は各国

内裁判所がその問題に十分な取り組みがなされ

ている場合には、通常それは発生しないことに

なる１５１）。第８１条�１及び第８２条の取り扱いにおい

て、各国内裁判所は欧州委員会の裁定及び告示、

１４６）Ibid.
１４７）Larouche（２０００）Competition Law and Regulation in European Telecommunications , Hart Publishing, Oxford, p.２８９
１４８）Regulation１３１０／９７（１９９７）OJL１８０
１４９）Case１２７／７３BRT v SABAM［１９７４］ECR５１, Case C２３４／８９, Delimits v Henniger Braeu AG［１９９１］ECR I―９３５, Case T―２４／

９０, Automec Srl v. Commission［１９９２］ECR II―２２２３
１５０）The Notice of１３February１９９３on cooperarion between national courts and the Commission in applying Article８５and８６

EC Treaty［１９９３］OJ C３９／６
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欧州裁判所の判決に指針を求め、必要な場合、

それらは欧州委員会に見解を求め、あるいは欧

州裁判所における予備審理（preliminary refer-

ence）にかけることができる。もし国内裁判

所が問題の協定が第８１条�１に違反するとするな

らば、それは欧州委員会から適用除外条項であ

る第８１条�３の適用を受けていたかどうか見なけ

ればならない。そうであれば、国内裁判所はそ

れを尊重しなければならない。他方そうでなけ

れば、国内裁判所は適用除外とすることが可能

かどうかを判断することができる。すなわち、

その協定が適切に通知されておらず、あるいは

通知されていても適用除外とするのに大きな疑

義のある場合、国内裁判所は適用除外とせず第

８１条�１及び第８１条�２を適用するとすることがで

きる。またその協定が欧州委員会から適用除外

とされる可能性があるならば、国内裁判所は手

続きを中断し、欧州委員会がその立場を明らか

にするのを待つことになる。


各国内競争委員会は欧州委員会によるEC競争

法の実施において大きな役割を果たす。それは

調査行為において国内競争委員会が協力し、ま

た欧州委員会が裁定を下す前にかけられる諮問

委員会（Advisory Commission）の構成員であ

ることによる１５２）。各国内競争委員会自らがEC

の競争法を適用することに関して、欧州委員会

はそれまでの国内裁判所の経緯を踏まえて、国

内競争委員会との協力関係についての告示１５３）を

１９９７年発表している。その基本原則は、まず裁

判所が個人の権利保護を基本とするのに対して、

欧州委員会と国内競争委員会は競争法の実施に

ついて同一の利害を追求する。次いで欧州委員

会の政策は、「国内的な効果を持つ」問題及び

「（EC法の）適用除外とされない」問題を、欧

州委員会が関与できる権利を留保するものの、

国内競争委員会に委ねるということである。

�２ 国内競争法と国内の分野特殊な規制

国内競争法と国内の分野特殊な規制との間の問

題は、それが次段で扱うEC法に関わる問題がな

ければ、それは国内法制上の問題となる。英国、

フランスあるいはドイツの法律では、分野特殊な

規制と競争法の適用分野を切り分けした実質的な

規則はなく、法律は二つの機関間における協議あ

るいは協力についての仕組みを規定しているにす

ぎない。例えば、フランスの郵便電気通信法典

（１９９６年電気通信規制法により修正）は、その第

L３６―７条７において「競争委員会の意見に基づ

き、競争、利用実態、不正行為の処罰について、

また第L３４―８条Ⅱの規定による関係事業者のリ

ストからなる報告書（Bulletin）を、毎年、作成

し、また同じ規定に基づき関係する電気通信市場

においてどのように市場支配力が行使されている

かを考察する。市場において２５％以上のシェアを

有する事業者は、市場支配力を行使するものとみ

なされる。電気通信規制庁は、その事業者につい

て、その売上高を市場規模と比較し、最終利用者

に対するアクセス手段の制御、財政資源への取り

組み方、市場への財及びサービス提供の実態を検

討する。」として、競争委員会と電気通信規制庁

の協力関係を規定している。

�３ EC競争法と国内分野特殊な規制

まず電気通信分野におけるEC法と国内の分野

特殊な規制との関係を見ると、ECの電気通信分

野に関する法律について、加盟国はECレベルで

１５１）この姿勢はCase T―２４／９０, Automac Srl v. Commission［１９９２］ECR II―２２２３により示唆された。
１５２）EC法第８１条、８２条、MCR第１９条に関して協議する。
１５３）Notice of１５October１９９７on cooperation between national competition authorities and the Commission in handling cases

falling within the scope of Article８５or８６of the EC Treaty［１９９７］OJ C３１３／３
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採択されたそれらを行政し実施する役割を担って

いる。この構造は、欧州委員会がEC法の執行を

担当するEC競争法のそれとは異なっている。電

気通信分野では、ECの電気通信法と国内法の相

互作用が法律レベルで生じ、ECの電気通信法が

国内法で実施されなければならなくなっている。

すなわち、電気通信分野のEC法が指令（direc-

tive）として発せられ、それを国内規制機関がそ

の国での分野特殊な規制の実施としてその実施に

あたる。この点で、欧州裁判所及び国内裁判所の

関与の可能性を持つものの、欧州委員会による実

質的なコントロールが機能する。

これに対してEC競争法と国内分野特殊な規制

の関係は、Larouche（２０００）によれば、「共存し

ているにすぎない」１５４）。国内の分野特殊な規制は

EC競争法と多くの関連性を持つものの、それは

分野特殊な規制がEC競争法に反しないこと、あ

るいは分野特殊な規制の適用においてEC競争法

が考慮されなければならないことを謳っているに

すぎない。例えば、指令９２／４４において、専用線

料金はEC競争法に従う、あるいはEC競争法は専

用線に絡む係争に適用できるとされ、また指令

９７／３３では相互接続協定はEC競争法に従う、さら

に指令９８／１０ではEC競争法はユニバーサル・サー

ビス規則に適用され、その音声電話料金はEC競

争法の非差別責務に従うとしている。

あとがき

本稿は欧州連合における競争法の在り方を述べ

てきたが、上述したように競争法が分野特殊な規

制と十分に相関関係をもって行われているとはま

だ言えない状況である。それは一つには欧州連合

の複雑さ、さらに電気通信分野という変化の著し

い分野での規制そのものの難しさに起因している。

しかしEC法第８１条及び第８２条を中心にして、加

盟各国との整合性を図っていこうとする法的枠組

みはかなりしっかりしたものであり、またその執

行に当たる欧州委員会と加盟各国との関係も徐々

に試行錯誤しながら収束させようとしている。特

に欧州委員会と加盟各国規制機関の分野特殊な電

気通信法との関係は、我が国が電気通信法の体系

に競争法を加味していこうという中で、参考にな

る点が多いのではなかろうか。
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